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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 営業収益には消費税等は含まれておりません。 
２ 当社は平成15年２月20日をもって１株につき２株の割合で、また平成17年2月21日をもって１株につき３株の割合で株式
分割を行っており、平成14年12月末日及び平成16年12月末日の株価は権利落後の株価となっております。なお、第８期及
び第10期の株価収益率につきましては、権利落後の株価に分割割合を乗じて算定しております。 

  

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

営業収益 (千円) 3,155,911 5,071,922 6,052,274 13,958,522 27,044,262 

経常利益 (千円) 1,298,248 1,462,080 2,733,788 8,113,146 16,461,236 

当期純利益 (千円) 634,039 871,727 1,633,766 4,757,022 9,015,646 

純資産額 (千円) 4,313,816 5,499,266 9,360,202 28,561,946 39,794,037 

総資産額 (千円) 20,077,428 11,438,523 40,283,383 95,593,684 158,147,591 

１株当たり純資産額 (円) 126,182.94 77,085.32 118,758.66 100,815.44 130,380.08 

１株当たり当期純利益金額 (円) 21,727.02 12,571.41 21,739.21 18,326.81 31,750.48 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) 20,192.90 11,895.02 20,729.14 17,734.92 30,625.34

自己資本比率 (％) 21.5 48.1 23.2 29.9 23.5 

自己資本利益率 (％) 24.8 17.8 22.0 25.1 27.4 

株価収益率 (倍) 13.3 25.9 25.8 40.5 16.9 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △737,871 △1,443,819 △25,466,570 △25,247,666 △2,900,273

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △11,181,408 11,645,462 △204,357 △5,962,897 △8,894,769

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 13,869,752 △7,221,648 24,304,997 45,912,577 28,283,726

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(千円) 2,751,644 5,731,638 4,365,707 19,178,342 37,074,723

従業員数 (名) 57 73 95 115 133 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は平成15年２月20日をもって１株につき２株の割合で、また平成17年2月21日をもって１株につき３株の割合で株式

分割を行っており、平成14年12月末日及び平成16年12月末日の株価は権利落後の株価となっております。なお、第８期及

び第10期の株価収益率につきましては、権利落後の株価に分割割合を乗じて算定しております。 

  

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

営業収益 (千円) 2,108,953 3,244,010 4,280,295 10,018,710 17,694,514 

経常利益 (千円) 752,716 1,343,465 1,907,939 7,122,343 13,769,879 

当期純利益 (千円) 437,939 770,583 1,137,067 4,574,220 8,303,894 

資本金 (千円) 1,334,195 1,484,851 2,610,382 9,507,752 9,648,405 

発行済株式総数 (株) 34,187 71,340 78,817 282,357 285,489 

純資産額 (千円) 3,813,678 4,897,986 8,262,222 27,162,179 35,106,873 

総資産額 (千円) 9,401,749 9,727,698 29,585,162 69,806,541 110,378,570 

１株当たり純資産額 (円) 111,553.48 68,656.94 104,827.92 95,858.00 122,971.01 

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額) 

(円) 

(円) 

― 

(―)

―

(―)

1,500

(―)

1,250 

(―)

3,000

(―)

１株当たり当期純利益金額 (円) 15,007.13 11,112.80 14,993.78 17,608.05 29,234.94 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) 13,947.49 10,514.89 14,297.13 17,039.37 28,199.24 

自己資本比率 (％) 40.6 50.4 27.9 38.9 31.8 

自己資本利益率 (％) 20.4 17.7 17.3 25.8 26.7 

株価収益率 (倍) 19.2 29.3 37.4 42.2 18.4 

配当性向 (％) ― ― 10.0 7.1 10.3 

従業員数 (名) 36 44 53 55 65 



２ 【沿革】 

  

年月 概要 

平成７年４月 ケネディ・ウィルソン・インクの日本における不動産事業(不動産投資アドバイザリー事業)の拠

点として東京都千代田区麹町三丁目12番12号にケネディ・ウィルソン・ジャパン株式会社を設

立。 

平成９年10月 債権投資マネジメント事業を開始。 

平成10年８月 本社を東京都港区西新橋一丁目６番15号に移転。 

平成11年２月 川崎市にあるデータセンタービル投資への支援。本案件の資金調達において、国内最初の不動産

ノンリコースローンをアレンジ。この物件からアセットマネジメント事業への本格参入。 

平成11年10月 米国ニューヨーク市５番街ティファニービル売買のブローカレッジ。 

平成12年２月 パシフィック債権回収株式会社（連結子会社）が、法務大臣から債権管理回収業の許可を取得

し、本格的に債権投資及び回収を開始。 

平成13年７月 大手生命保険会社との不動産投資ファンドを組成。初の国内顧客投資家からのアセットマネジメ

ント業務を受託。 

平成14年１月 本社を東京都港区新橋二丁目２番９号(現在地)に移転。 

平成14年２月 大阪証券取引所ナスダックジャパン市場に株式を上場。 

平成14年８月 千葉県浦安市の大型物流倉庫（延床面積９千坪）の建設及び大手商社との共同投資による賃貸マ

ンションの開発に着手し、開発案件への取組を開始。 

平成14年10月 大阪市中央区本町四丁目4番25号本町三井ビル２階に大阪営業所を設置。 

平成15年８月 三井物産株式会社と業務提携契約を締結し、同社に対する第三者割当増資を実施。 

平成15年11月 年金基金との不動産投資ファンドを組成し、アセットマネジメント業務を受託。 

平成15年12月 当社グループにおけるアセットマネジメント受託残高1,000億円を突破。 

平成15年12月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。 

平成16年10月 当社グループにおけるアセットマネジメント受託残高2,000億円を突破。 

平成16年12月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定。 

平成17年5月 ケネディクス株式会社に商号変更。 

平成17年5月 三井物産株式会社と中央三井信託銀行株式会社との共同事業として取組んできた、国内初の物流

施設特化型J-REITである日本ロジスティクスファンド投資法人が東京証券取引所に上場。 

平成17年6月 当社グループにおけるアセットマネジメント受託残高3,000億円を突破。 

平成17年7月 当社の100%子会社であるケネディクス・リート・マネジメント株式会社（連結子会社）が運用す

るケネディクス不動産投資法人が東京証券取引所に上場。 

平成18年1月 ケネディ・ウィルソン・インクの子会社で、集合住宅を投資対象とするアセットマネジメント会

社であるKW Multi-Family Management Group, Ltd.に20％の資本参加。 

平成18年9月 当社グループにおけるアセットマネジメント受託残高5,000億円を突破。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社(ケネディクス株式会社)、子会社81社及び関連会社75社により構成されております。 

当社グループの事業は、不動産投資アドバイザリー事業、アセットマネジメント事業、債権投資マネジメント事業

であり、顧客投資家に対する不動産や不動産担保付債権等への投資戦略の立案・投資アドバイス、投資案件の運営・

管理によるアセットマネジメントなど一連の投資プロセスに対して総合的で包括的な投資サービスの提供を行ってお

ります。また、当社が構築する一部の投資案件については、より明確に顧客投資家との利害を一致させることと同時

に、当社としてもより大きな利潤獲得のために、当社グループ自身が少額投融資を行っております。 

  

  

当社グループの事業モデルの概要は以下のとおりであります。 

 
 (事業の流れ(時系列)) 

①  当社は不動産会社及び金融機関等が保有する不動産・債権を調査します。 

②  当社は高利回りが見込める投資スキームを構築し、顧客投資家に提案します。 

③  顧客投資家は当社の連結子会社、持分法適用会社等(以下「関係会社等」といいます。)が営業者となる匿名組

合(投資ビークル(※１))に出資します。 

④  匿名組合の営業者として関係会社等は不動産会社及び金融機関等から不動産・債権を購入します。 

⑤  当社は匿名組合の営業者としての関係会社等から投資案件の発掘・買付の対価としてアクイジションフィー(※

２)を受け取ります。 

⑥⑦ 当社グループは匿名組合の営業者としての関係会社等から不動産の運営・債権の管理回収業務を受託し、アセ

ットマネジメントフィー(※３)を受け取ります。 

⑧  当社グループは匿名組合の営業者としての関係会社等から不動産・債権の処分を受託し、投資家等の売却先を

探します。 

  



⑨⑩ 匿名組合の営業者としての関係会社等は不動産・債権を投資家等に売却し、当社グループは匿名組合の営業者

としての関係会社等からディスポジションフィー(※４)、インセンティブフィー(※５)を受け取ります。 

⑪  匿名組合の営業者としての関係会社等は、不動産の賃貸収入・債権の回収収入を顧客投資家に分配します(分配

時の損益計算書の勘定科目は「匿名組合損益分配額」)。 

  

  

(※１) 投資ビークル ：当社グループが行う不動産投資アドバイザリー事業や債権投資マネジ

メント事業で活用する典型的な「投資ビークル」とは日本の商法上に

規定される匿名組合です。当社の関係会社等を営業者、顧客投資家を

組合員とする匿名組合を組成し投資事業を行います。当社グループ

は、匿名組合の営業者としての関係会社等から委託を受け、不動産・

債権等の投資案件の発掘、買付、資産管理、処分を担当することで報

酬を受領し、組合員である顧客投資家は投資事業より獲得された利益

の分配を受けます。 

(※２) アクイジションフィー ：投資案件の発掘・買付業務に対する手数料のこと。投資スキーム運営

上、初期段階の収益源。 

(※３) アセットマネジメントフィー ：投資後、物件を処分するまでの間、当社の当該投資物件管理に対する

手数料のこと。 

(※４) ディスポジションフィー ：投資物件の処分業務に対する手数料のこと。 

(※５) インセンティブフィー ：一定の投資利回りを超える投資利益を実現できた場合に、受け取る報

酬のこと。その金額は、実現された投資利益に応じて決定されます。

そのため、顧客投資家により高い投資利益をもたらすことにより、当

社もより大きな収益を獲得することができます。 



以下の図は当社グループの事業全体の流れとその担当セグメント示したものであります。 

 
  
  

当社グループの状況を図示すると次のとおりであります。 
  

 



 当社グループの事業内容は次のとおりであります。 

 なお、次の３事業は「第５ 経理の状況 １(1)連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区

分と同一であります。 

  

(1)不動産投資アドバイザリー事業 

不動産投資アドバイザリー事業部門では、主に顧客投資家の不動産投資支援サービス業務、自己勘定による不動

産投資業務等を行っております。 

不動産投資支援サービスでは、顧客投資家のニーズに沿った投資戦略に基づき、投資スキームの構築や投資不動

産の発掘、収益性分析、ノンリコースローン(※６)等の資金調達を実施し、投資実行に至った時点でアクイジショ

ンフィーやコンサルティングフィーを受領します。同時に、顧客投資家に提案する投資スキームの中では、当社グ

ループ自身も少額投融資を行い、より明確に顧客投資家との利害を一致させるとともに、当社としてもより大きな

利潤を獲得することを目指しています。 

また、当社では企業年金等の顧客投資家の多様なニーズに応えるべく、リスクとリターンを自在にアレンジした不

動産ポートフォリオを商品化しております。この為、当社グループが組成する不動産ファンドへ売却するまでの一時

的な保有を目的とし、当社の連結子会社である投資ビークルを通じて、自己勘定による不動産の在庫投資を行ってお

ります。これらの物件からは保有期間中の賃料収入や、売却時の売却益を獲得しております。 

  

  

(2)アセットマネジメント事業 

アセットマネジメント事業は、不動産投資実行後の保有期間中、不動産の資産価値を上昇させるためのプランを策

定し実行していく業務であり、不動産の運営管理、顧客投資家・金融機関へのレポート等を含む一連のサービスの対

価として、アセットマネジメントフィーを受け取ります。 

また投資不動産の売却時にはアセットマネジメント契約に応じてディスポジションフィーを受領する他、当社が適

切に業務を遂行し、一定の投資利回りを超える投資利益が実現した場合には、投資利益に応じて決定されるインセン

ティブフィーを獲得いたします。 

  

(3)債権投資マネジメント事業 

当社グループは、金融機関が放出する不動産担保付債権を投資対象とし、顧客投資家ニーズに沿った投資計画に基

づき、投資スキームの構築、債権及び担保不動産の選定及び価値算定、投資実行、担保不動産の売却、債権の管理回

収等を行っております。 

これら一連の過程において、当社グループは不動産投資と同様にアクイジションフィー、アセットマネジメントフ

ィー、ディスポジションフィー、インセンティブフィー等のフィー収入を獲得します。 

また顧客投資家に提案する投資スキームの中では、当社グループ自身が少額投融資を行うことで、明確に顧客投資

家との利害を一致させるとともに、当社グループとしてもより大きな利潤を獲得することを目指しております。 

さらに、当社グループが自己勘定による債権投資を行うことがあります。 

(※６) ノンリコースローン ：責任財産限定型融資のこと。通常の融資は企業自体に貸し付けるた

め、担保を処分しても残存額に満たない場合でも、債務は依然残り、

引き続き返済が求められる。ノンリコースローンでは特定の事業又は

担保を対象に融資し、返済は担保の範囲内に限定される。 



４ 【関係会社の状況】 

  

  
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

   ２  特定子会社に該当しております。 

  

名称 住所 
資本金又は

出資金 
(千円) 

主要な事業

の内容 

議決権の

所有(被所有)割合 
関係内容 

所有割合

(％) 
被所有割合

(％) 
(連結子会社)         

パシフィック債権回収㈱ 
  
東京都千代田区 500,000 

債権投資マネジ

メント事業 
95.0 ―

当社の関係会社等から債権
回収管理業務を受託 
役員の兼任１名 

ケネディクス・アドバイザ

ーズ㈱ 
東京都港区 10,000 

アセットマネジ

メント事業 
100.0 ―

当社が組成した不動産ファ
ンドのアセットマネジメン
ト 
役員の兼任５名 

ケネディクス・リート・マ

ネジメント㈱ 
東京都千代田区 200,000 

アセットマネジ

メント事業 
100.0 ―

不動産投資信託の資産運用
会社 
役員の兼任２名 

ケネディクス・デベロップ

メント㈱ 
東京都港区 10,000 

不動産投資アド

バイザリー事業 
100.0 ―

不動産の開発案件に関する
コンサルティング 
役員の兼任２名 

エース・プロパティ㈱ 
  
東京都千代田区 10,000 

債権投資マネジ

メント事業 
100.0 ―

当社が組成した債権投資の
匿名組合営業者 
役員の兼任１名 

ケイダブリュー・インベス

トメント㈲ 
東京都千代田区 3,000 

不動産投資アド

バイザリー事業 
100.0 ―

不動産投資における投資ビ
ークル 

ケイダブリュー・ホールデ

ィングズ㈲ 
東京都港区 3,000 

債権投資マネジ

メント事業 
100.0 ―

当社が設立した債権投資の
債権管理会社 
資金援助あり 

ケイダブリュー・リアルテ

ィ㈲            
東京都港区 3,000 

不動産投資アド

バイザリー事業 
100.0 ―

当社が組成した不動産投資
の匿名組合営業者 
資金援助あり 

Kenedix Westwood, LLC  
（注）２          

米国デラウェア州 
千USD 
22,850 

不動産投資アド

バイザリー事業 
100.0 ―

不動産投資における投資ビ
ークル 

その他56社 ― 

(持分法適用関連会社)         

三井物産ロジスティクス・

パートナーズ㈱ 
東京都千代田区 150,000 

アセットマネジ

メント事業 
20.0 ―

不動産投資信託の資産運用
会社 

㈱アセット・ワン 東京都千代田区 50,000 
債権投資マネジ

メント事業 
30.0 ―

当社から不動産物件調査業
務等を受託 

住宅流通㈱ 東京都渋谷区 30,000 
債権投資マネジ

メント事業 
37.5 ―

当社から不動産ブローカレ
ッジ業務、債権投資マネジ
メント事業の債権評価のた
めの担保不動産評価等を受
託 

KW Multi-Family 
Management  Group, 
Ltd. 

米国カリフォル

ニア州 
― 

不動産投資アド

バイザリー事業 
アセットマネジ

メント事業 

20.0 ―
当社の米国不動産投資にお
ける案件発掘及びアセット
マネジメント 

モデラート・キャピタル㈲ 東京都港区 3,000 
債権投資マネジ

メント事業 
50.0 ―

当社が組成した債権投資の
匿名組合営業者 

その他70社 ― 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年12月31日現在) 

(注) １ 従業員数については、就業人員を記載しており、受入出向者数を含めております。 

２ 全社(共通)として、記載されている従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものでありま

す。 

       ３ 従業員数が前期末に比し、18名増加したのは、業容拡大に伴う新規採用及び出向者の受入の増加によるものであります。

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年12月31日現在) 

(注) １ 従業員数については、就業人員を記載しており、受入出向者数を含めております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

       ３ 従業員数が前期末に比し、10名増加したのは、業容拡大に伴う新規採用及び出向者の受入の増加によるものであります。

  

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

不動産投資アドバイザリー事業 19 

アセットマネジメント事業 71 

債権投資マネジメント事業 31 

全社(共通) 12 

合計 133 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

65 39.3 2.4 11,758 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益が高水準で推移する中で、設備投資は増加し、雇用者所得も増加

基調にあるなど、景気は緩やかに拡大いたしました。 

当社グループが属する不動産及び不動産金融業界においては、不動産投資信託（J-REIT）の上場銘柄数及び時価総

額が増加するなど、不動産投資市場の拡大が続いております。 

このような状況にあって、当社グループにおきましては、不動産及び不動産担保付債権の両分野において、優良案

件の発掘と顧客投資家への投資機会の提供に注力し、アセットマネジメント業務の更なる機能強化に努めてまいりま

した。 

平成18年2月には、三井物産株式会社と中央三井信託銀行株式会社との共同事業である日本ロジスティクスファン

ド投資法人が公募増資を実施し、また5月には当社の100％子会社が運用するケネディクス不動産投資法人が公募増資

を実施いたしました。これらに伴い、当社グループ及び当社グループが運用する私募ファンドが保有する物件を、上

記2つの投資法人へ売却しております。この結果、平成18年12月末現在、投資法人の資産規模は、日本ロジスティク

スファンド投資法人が700億円、ケネディクス不動産投資法人が1,509億円と大幅に拡大いたしました。 

平成18年12月末現在、上記2つの投資法人を含め、当社グループが受託するアセットマネジメント受託残高は、

5,444億円となっております。 

また、当連結会計年度においては、長期的経営戦略の一つとして、海外事業をさらに積極的に推進するために、旧

親会社である米国ケネディ・ウィルソン社の子会社で、集合住宅を投資対象とするアセットマネジメント会社へ20％

の資本参加を行っております。 

財務面におきましては、平成18年12月に、200億円のユーロ円建転換社債型新株予約権付社債を発行いたしまし

た。これはゼロクーポンによる金利コストの最小化を図りつつ、今後の株価上昇による株式への転換により自己資本

の充実を期待する資金調達手段であり、調達資金は多様な投資物件の取得に充てる予定であります。 

この結果、当連結会計年度の営業収益は前年度比93.7％増の27,044百万円となり、経常利益及び当期純利益はそれ

ぞれ16,461百万円（前年度比102.9％増）、9,015百万円（同89.5％増）と好調な業績を達成いたしました。 

これを事業の種類別セグメントで見ると以下の通りであります。 

  

①不動産投資アドバイザリー事業 

当連結会計年度の営業収益は21,253百万円（前年度比159.5％増）、営業利益は15,420百万円（同165.5％増）とな

りました。これは主に、過年度から取組んできた開発案件の完成・売却による自己勘定投資物件売却益及び匿名組合

損益が増加したこと等によるものであります。 

  

  

②アセットマネジメント事業 

当連結会計年度の営業収益は5,255百万円（前年度比16.4％増）、営業利益は3,346百万円（同0.7％減）となりま

した。これは、営業収益の面では、アセットマネジメント受託残高の増加に伴いアセットマネジメントフィーが増加

したものの、当連結会計年度に運用を終了した主たるファンドにおいて、キャピタルゲインの全てが当社グループに

帰属し、インセンティブフィーが生じない契約となっていたため、営業収益の増加率は過去に比べると小さくとどま

ったことによるものであります。また、営業費用の面では、投資法人の保有資産増加への対応を中心とした人員の増

加による人件費等が増加いたしました。 



  

③債権投資マネジメント事業 

当連結会計年度の営業収益は1,309百万円（前年度比4.3％増）、営業利益は553百万円（同4.9％減）となりまし

た。これは主に債権回収益が増加したものの、成功報酬であるインセンティブフィーが減少したこと等によるもので

あります。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度において当社グループは、販売用不動産の取得を中心として、営業活動により2,900百万円使用

した一方で、連結会計年度末近くにおいてユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の発行により20,000百万円を調

達した結果、当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、17,896百

万円増加し37,074百万円となりました。 

  

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度において営業活動の結果使用した資金は、2,900百万円（前年同期比88.5%減）となりました。こ

れは主に、販売用不動産の売却による収入が販売用不動産の取得による支出を6,461百万円上回ったものの、一方

で、匿名組合出資金の拠出・購入による支出が匿名組合出資金の分配金受取による収入を3,905百万円超過したこ

とや、買取債権の購入による支出が買取債権の回収及び譲渡による支出を4,145百万円超過したこと等によるもの

であります。 

  

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、8,894百万円（前年同期比49.2%増）となりました。こ

れは主に、投資有価証券の取得による支出が5,377百万円、関係会社株式・出資金の取得による支出が2,090百万円

あったこと等によるものであります。 

  

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は、28,283百万円（前年同期比38.4%減）となりました。

これは主に、20,000百万円の転換社債型新株予約権付社債の発行を中心とした社債の発行による収入が26,616百万

円あったこと等によるものであります。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループは、不動産投資アドバイザリー事業、アセットマネジメント事業、債権投資マネジメント事業を主

体としており、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はしておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは、受注生産を行っておりませんので、受注実績の記載はしておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

(注) 1. セグメント間取引については、相殺消去しております。 

      2. 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。なお、前連結会計年度においては

当該割合が100分の10以上の相手先はありません。 

3. 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

不動産投資アドバイザリー事業 21,253,016 259.5 

アセットマネジメント事業 4,481,249 99.3 

債権投資マネジメント事業 1,309,996 104.3 

合計 27,044,262 193.7 

相手先

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
  至 平成18年12月31日) 

金額(千円) 割合(％) 

ケネディクス不動産投資法人 6,492,468 24.0 



３ 【対処すべき課題】 

不動産投資信託（J-REIT）市場及び不動産流動化ビジネスの拡大により、不動産投資に対する関心が高まる中、当

業界への新規参入も増加しており、優良不動産物件の取得に関しては一段と競争が激化しております。このような

中、当社グループにおける事業については、優良な投資対象を安定的に確保することが最も重要な課題であります。

このため、これまで築いてまいりました実績を生かしながら、投資対象の多様化、開発案件への取組の推進、地方都

市・海外への展開による投資地域の多様化といった施策を通じて、優良物件の発掘・取得に向けて一層尽力いたしま

す。 

一方、顧客投資家については、企業年金に代表される長期安定的な投資方針を有する顧客投資家の獲得を一層強化

する方針であります。 

当社グループが組成するJ-REITとして、三井物産株式会社と中央三井信託銀行株式会社との共同事業である日本ロ

ジスティクスファンド投資法人と、当社グループの100％子会社が運用するケネディクス不動産投資法人が、東京証

券取引所に上場しています。当社グループは、これらのJ-REITの継続的な成長が、当社グループの継続的・安定的な

成長に資するものと認識しており、J-REIT事業の拡大に取組んでまいる所存であります。 

急速に変化していく不動産市場においては、最新の情報、最新のスキームの習得が必要であり、優秀なスタッフの

充実が重要であります。そのために、インセンティブプランの実施等を通じて、従業員の士気向上に努めるととも

に、優秀な人材を積極的に確保していく方針です。 

  

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を把

握した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。本項における将来に関する事項は、当

連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

  

(1) 経済情勢の悪化 

当社グループは不動産投資に関連するサービスの提供及び不動産の運営管理等を行っておりますが、経済情勢が

悪化し、空室率の上昇や賃料の下落といったように不動産市況が低迷した場合には、当社グループの業績に悪影響

を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 競合 

当社の事業である不動産投資アドバイザリー事業、アセットマネジメント事業につきましては、同様の業務を行

う会社が近年増加しており、物件の獲得競争や各種手数料の価格競争等を通して、当社グループの業績に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

また、不動産ファンドは、各種金融商品、投資対象商品との運用パフォーマンスの比較競争にさらされることも

予想され、不動産ファンドが他の投資対象との比較において相対的に魅力が低下した場合には、当社グループの業

績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

  

(3) 金利水準の動向 

将来において、金利水準が上昇した場合には、資金調達コストの増加、顧客投資家の期待利回りの上昇、不動産

価格の下落等の事象が生ずる可能性があり、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 人員の確保 

当社グループが今後も不動産投資に関する高度な知識と経験に基づく競争力のあるサービスを提供していくため



には、優秀な人員の確保が不可欠となります。当社はこのような認識のもと積極的に優秀な人員を採用していく

方針でありますが、当社の求める人材が十分に確保できない場合、または現在在職している人材が大量に流出する

ような場合は、事業推進に影響が出る可能性があるとともに、業績にも悪影響を与える可能性があります。 

  

(5) 各種規制変更のリスク 

当社グループは、現時点の各種規制に従って、また、規制上のリスクを伴って業務を遂行しておりますが、将来

において各種規制が変更された場合には、当社グループの事業推進に悪影響を及ぼす可能性があります。当社グル

ープが規制を受ける主なものは、宅地建物取引業法、「不動産投資顧問業登録規程」に基づく登録、証券投資顧問

業法、投資信託及び投資法人に関する法律、信託業法に基づく信託受益権販売業者の登録、建築士法、債権管理回

収業に関する特別措置法等があります。 

なお、平成19年に予定される金融商品取引法の施行により、当社グループが運用する不動産ファンドについて

も、当該法律による規制を受ける可能性があります。当社グループにおいては、当該法令への対応を推進しており

ますが、法令の詳細部分の解釈等が未確定であり、今後、法令等の動向や、解釈によっては、当社グループに必要

となる許認可の取得を中心とする対応が十分に出来ずに、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

(6) 災害による投資不動産の価値の毀損リスク 

当社グループが投資・保有している不動産が所在する地域において、地震、戦争、テロ、火災等の災害が発生し

た場合には、当該不動産の価値が毀損する可能性があり、当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

  

(7) 財政状態及び経営成績の変動 

当社グループは、上場以来、現在まで急速に事業規模を拡大してきており、業績も急速な成長過程にあると認識

しております。今後も自己勘定投資による物件取得及び当社グループが組成するファンドへの少額投資の促進等に

より、たな卸資産や投資有価証券の増加、総資産の拡大や、これらに伴う有利子負債の増加が生じ、当社グループ

の財政状態及び経営成績に変動が生じる可能性があります。当社グループとしては、今後の事業規模の拡大と自己

資本の充実、財務体質の強化を重要な経営課題と認識しており、これらのバランスをとりつつ、着実な成長とリス

クの抑制に努める方針です。 

  

(8) 不動産の瑕疵等に関するリスク 

当社グループが主たる投資対象としている不動産には、権利関係や土壌、建物の構造等について、瑕疵や欠陥等

が存在している可能性があります。当社グループでは、物件取得前には十分なデューデリジェンスを実施しており

ますが、物件取得後に瑕疵等の存在が判明した場合には、当社グループにおいては、これを治癒すべく、想定外の

費用が発生する可能性があり、その場合には当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

なお、当社グループが調査した限りにおいては、構造計算書偽造問題として社会問題となった建築設計事務所が

関与した物件は、当社の受託資産には含まれておりませんでした。 

  

(9) M＆A、資本提携等 

当社グループでは、アセットマネジメント受託残高の拡大と並行して収益性の高い不動産への投資拡大の観点か

ら、投資対象の多様化による事業拡大に対しても積極的に取り組んでいく方針であります。 

当社グループでは不動産投資ファンドの投資対象をオフィスビルや賃貸住宅から商業施設や物流施設へと拡大し

てまいりましたが、今後も魅力的な投資対象を確保する目的から、介護・医療施設やホテル等、投資収益が施設の

運営に依存する事業性の高い不動産にも着目しております。アセットマネジメント受託残高の拡大や投資対象不動

産の多様化に結びつき、既存事業とのシナジー効果が認められる場合には、M＆Aや資本提携等も事業拡大の有力な

手段として位置付けております。 

M＆Aや資本提携を実行する場合には、事前に十分な調査を実施し、各種のリスク低減に努める所存ですが、これ

らを実施した後に、偶発債務等が発見されたり、相手先及び当社が期待通りの成果をあげられない可能性があり、



この場合には当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

(10) 連結の範囲決定に関する事項 

当社グループが組成・運用する私募ファンドの大部分は、匿名組合契約を用いたストラクチャーによっており、

一般に、この匿名組合の営業者の出資持分は中間法人等が保有する形で倒産隔離を図っております。当社グループ

が属する不動産ファンド及び債権投資ファンド業界においては、連結の範囲決定に関して、当該ストラクチャーに

おけるアセットマネジメント契約やサービサー契約等に対する支配力及び影響力の判定について、未だ会計慣行が

定まっていない状態であると認識しております。 

平成18年9月8日に「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会

計基準委員会 実務対応報告第20号）が公表されたことに伴い、当社グループは、当連結会計年度より当該実務対

応報告を適用しております。現状、各ファンド及びSPCごとに、アセットマネジメント契約や匿名組合契約等を考

慮し、個別に支配力及び影響力の有無を判定した上で、子会社及び関連会社を判定し、連結の範囲を決定しており

ます。 

今後、新たな会計基準の設定や、実務指針等の公表により、SPCに関する連結範囲決定方針について、当社が採

用している方針と大きく異なる会計慣行が確立された場合には、当社の連結範囲決定方針においても大きな変更が

生じ、当社グループの経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 業務提携 

当社は平成15年８月20日付で三井物産株式会社との間で業務提携に係る協定書を締結いたしました。 

当該業務提携は、三井物産グループの広範な取引先層を背景とする案件組成力と不動産ファイナンスに関する高度

なノウハウに、当社の不動産ファンド運営におけるアセットマネジメントの経験とノウハウを相互補完的に融合し、

不動産ファンド事業の推進を始めとする幅広い事業領域において、戦略的な提携関係を構築することを目的とするも

のであります。 

業務提携に係る協定書の内容は以下のとおりであります。 

  

(2) 不動産投資信託（J-REIT）のサポートに関する契約 

① ケネディクス不動産投資法人との覚書 

当社、当社の100%子会社であるケネディクス・リート・マネジメント株式会社及びケネディクス・アドバイザーズ

株式会社は、平成17年5月31日付けでケネディクス不動産投資法人との間で、「不動産情報提供等に関する覚書」を締

結いたしました。 

  

相手方の名称 契約内容 契約期間 

三井物産株式会社 ① 不動産証券化、債権証券化、アセットファイナンス、

不動産投資ファンドの組成及び運営等に関する事業 

② 両社の金融商品に対する投資家の相互斡旋、紹介 

③ 上記に付随する事業 

自 平成15年８月 

至 平成19年８月 

（自動更新） 

相手方の名称 契約内容 契約期間 

ケネディクス不動

産投資法人 

ケネディクス不動産投資法人の継続的な外部成長をサポー

トすることを目的として、当社及びケネディクス・アドバ

イザーズ株式会社が入手した不動産等の売却情報の提供

や、自己投資不動産及び運用する私募ファンドが所有する

不動産等の売却に関する情報提供、売買に係る方法及び手

順等を定めたもの 

自 平成17年５月 

至 平成20年５月 

（自動更新） 



② 日本ロジスティクスファンド投資法人との協定書 

当社及び当社の関連会社である三井物産ロジスティクス・パートナーズ株式会社は、平成17年3月18日付けで日本ロ

ジスティクスファンド投資法人との間で、「物流不動産取得のサポートに関する協定書」を締結いたしました。 

  

  

(3) コミットメントライン契約 

①株式会社三井住友銀行とのコミットメントライン契約 

当社は平成18年9月29日付で、株式会社三井住友銀行をアレンジャーとして、金融機関との間で44,000百万円のコミ

ットメントライン契約を設定いたしました。 

  

②株式会社三菱東京UFJ銀行とのコミットメントライン契約 

当社は平成18年3月31日付で、株式会社三菱東京UFJ銀行をアレンジャーとして、金融機関との間で9,500百万円のコ

ミットメントライン契約を設定いたしました。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

相手方の名称 契約内容 契約期間 

日本ロジスティク

スファンド投資法

人 

①当社は、日本ロジスティクスファンド投資法人の投資基

準を満たす不動産に関する情報を入手した場合、同投資法

人の資産運用会社である三井物産ロジスティクス・パート

ナーズ株式会社に適切と判断する情報を速やかに通知 

②通知を受けた不動産の購入を意図する三井物産ロジステ

ィクス・パートナーズ株式会社に対し、当社は購入対象不

動産の取得に関して優先交渉権を付与し、又は第3者に付与

せしめるよう努力する 

自 平成17年３月 

至 平成19年３月 

（自動更新） 

借入枠 コミット期間 資金使途 

44,000百万円 
自 平成18年9月29日 

至 平成19年9月28日 

顧客投資家向けの不動産ファンドに組入れる物

件の自己勘定による先行取得 

借入枠 コミット期間 資金使途 

9,500百万円 
自 平成18年3月31日 

至 平成19年3月29日 

顧客投資家向けの不動産ファンドに組入れる物

件の自己勘定による先行取得 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度における財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

(1) 財政状態の分析 

(注) 「自己勘定投資物件」の金額は、「たな卸資産」及び「信託預金」の金額であります。 

  

（財政状態に重要な影響を与える主な要因） 

① 自己勘定による不動産取得 

当社グループにおいては、優良な不動産ポートフォリオを構築すべく、当社の連結子会社を通じ、自己勘定による

不動産の取得を行っております。 

これらの自己勘定投資は、主として企業年金等の不動産ファンドへ組入れる目的で安定的な収益を生み出す前の先

行取得として行っており、個々の物件の保有期間は短期間であることから、一定時点における自己勘定投資物件の保

有水準によって当社グループの総資産は大きく変動いたします。 

また、自己勘定投資に係る取得資金の調達は、主に短期の銀行借入によっており、自己勘定投資物件の保有水準に

応じて、借入金残高も大きく変動いたします。 

当社グループは安定的かつ機動的な資金調達と大型物件への取組を可能とするため、コミットメントラインを設定

しており、平成18年12月末現在、設定したコミットメントライン枠は567億円となっております。 

また、物件の取得にあたり連結子会社においてノンリコースローンによる資金調達を行う場合がありますが、当該

借入は物件を保有している子会社を対象に融資され、返済義務はその子会社が保有する資産の範囲内に限定されるた

め、当社グループの有利子負債への依存の分析にあたっては、当該ノンリコースローンの影響を控除する必要があり

ます。 

さらに、平成18年12月には200億円の転換社債型新株予約権付社債を発行しております。これは多様な投資物件の

項目 

前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 
増減 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

流動資産合計 78,630,299 134,566,060 55,935,760 

（うち自己勘定投資物

件） 

（56,422,432） （91,670,278） （35,247,846）

固定資産合計 16,963,385 23,581,531 6,618,145 

資産合計 95,593,684 158,147,591 62,553,906 

（うち自己勘定投資物

件） 

（56,422,432） （91,670,278） （35,247,846）

流動負債合計 38,670,516 64,772,028 26,101,512 

固定負債合計 28,344,861 53,581,524 25,236,663 

負債合計 67,015,378 118,353,553 51,338,175 

純資産合計又は資本合

計 

28,561,946 39,794,037 11,232,090 

有利子負債 59,562,058 106,630,235 47,068,176 

(うちノンリコースロー

ン) 

（11,049,508） （29,640,425） （18,590,917）

流動比率(％) 203.3 207.8 4.5 

自己資本比率(％) 29.9 23.5 △6.4 



取得資金に充てるもので、ゼロクーポンによる金利コストの最小化を図りつつ、今後の株価上昇による株式への転

換により自己資本の充実を期待した資金調達手段であります。 

  

 (資産) 

当連結会計年度末における総資産は158,147百万円となり、前連結会計年度末に比べ62,553百万円増加いたしまし

たが、主な要因は次の通りであります。 

当連結会計年度末においては、前連結会計年度末に対して、たな卸資産が32,058百万円増加していることから流

動資産が大幅に増加しております。また、投資有価証券が前連結会計年度末から4,367百万円増加しておりますが、

これは主に、不動産投資信託の投資証券が3,291百万円増加した他、米国Kennedy Wilson社との合弁会社であるKW 

Multi-Family Management Group, Ltd.の株式取得1,045百万円によるものであります。 

  

(負債) 

当連結会計年度末における負債合計は118,353百万円となり、前連結会計年度末に比べ51,338百万円増加いたしま

したが、これは主に、たな卸資産の取得にあたっては、その資金調達方法として主にコミットメントラインを活用

した銀行借入によっていることから、前連結会計年度末に比べ有利子負債が47,068百万円増加したことによるもの

であります。 

なお、有利子負債には、自己勘定投資物件の取得に当たり調達したノンリコースローン（責任財産限定型債務）

が含まれており、当連結会計年度末においては、長短借入金の中にノンリコースローンが29,640百万円（前連結会

計年度末比18,590百万円増）含まれております。 

  

(純資産) 

当連結会計年度末における純資産合計は39,794百万円となり、前連結会計年度末の資本合計に比べ11,232百万円

増加いたしましたが、これは当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号）を適用したことによる少数

株主持分2,583百万円の計上区分の変更、並びに当期純利益9,015百万円の計上によるものであります。 

  



(2) 経営成績の分析 

  

（営業収益） 

当連結会計年度における営業収益は27,044百万円となり、前連結会計年度に比べ13,085百万円増加しておりま

す。 

  

これを事業の種類別セグメント及びその内訳別でみると次の通りであります。 

  

① 不動産投資アドバイザリー事業 

主に顧客投資家との共同投資として行なっている匿名組合出資に対する分配損益と自己勘定投資物件の売却益が

合計で9,398百万円増加し、13,061百万円となりました。 

この結果、不動産投資アドバイザリー事業の営業収益は13,063百万円増加いたしました。 

  

②アセットマネジメント事業 

項目 

前連結会計年度 

（平成17年12月31日）

当連結会計年度 

(平成18年12月31日) 
増減 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

営業収益 13,958,522 27,044,262 13,085,740 

営業総利益 11,749,682 22,384,805 10,635,122 

営業利益 9,140,511 18,637,067 9,496,555 

経常利益 8,113,146 16,461,236 8,348,089 

当期純利益 4,757,022 9,015,646 4,258,624 

営業収益経常利益率 (％) 58.1 60.9 2.8 

自己資本利益率（％） 25.1 27.4 2.3 

項目 

前連結会計年度 

(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年12月31日) 
増減 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

  
  
不動産投資アド
バイザリー事業 

アクイジションフィー 1,323,516 999,402 △324,114 

匿名組合損益及び自己
勘定物件売却益 

3,662,817 13,061,229 9,398,411 

賃貸事業収入 2,148,346 6,341,201 4,192,855 

その他のフィー収入 1,055,021 851,183 △203,838 

  計 8,189,702 21,253,016 13,063,314 

  
  
アセットマネジ
メント事業 

アセットマネジメント
フィー 

1,633,786 2,947,880 1,314,093 

インセンティブフィー 2,879,187 2,307,176 △572,010 

  計 4,512,973 5,255,057 742,083 

  
  
債権投資マネジ
メント事業 

アセットマネジメント
フィー 

213,685 151,150 △62,535 

債権回収益及び匿名組
合損益 

364,902 389,596 24,693 

その他のフィー収入 677,258 769,250 91,992 

  計 1,255,846 1,309,996 54,149 

セグメント間の内部営業収益又は振替
高 

― △773,808 △773,808 

合計 13,958,522 27,044,262 13,085,740 



当連結会計年度末におけるアセットマネジメント受託残高は5,444億円と前連結会計年度末に比べ1,588億円増加

致しました。これは主に新規の私募ファンドの組成が順調だったことや、当社グループがスポンサーとなるケネデ

ィクス不動産投資法人及び日本ロジスティクスファンド投資法人の保有資産が増加したこと等によるものでありま

す。このように、アセットマネジメント受託残高の増加に伴いアセットマネジメントフィーが1,314百万円増加し

たものの、当連結会計年度に運用を終了した主たるファンドにおいて、キャピタルゲインの全てが当社グループに

帰属し、インセンティブフィーが生じない契約となっていたため、インセンティブフィーは572百万円減少しまし

た。 

この結果、アセットマネジメント事業の営業収益は742百万円の増加となりました。 

  

③債権投資マネジメント事業 

当連結会計年度においては、主にアセットマネジメントフィーは62百万円減少したものの、インセンティブフィ

ーを中心とするフィー収入が91百万円、債権回収益及び匿名組合損益が24百万円増加したことから、債権投資マネ

ジメント事業の営業収益は54百万円増加いたしました。 

  

  

（営業原価、販売費及び一般管理費） 

自己勘定投資物件の増加に伴い、自己勘定投資物件の管理運営費用が増加したことから、不動産投資アドバイザ

リー事業を中心に、営業原価が2,450百万円増加しました。 

販売費及び一般管理費については、人員の増加に伴う人件費や自己勘定物件の管理費用等の増加により、販売費

及び一般管理費が1,138百万円増加いたしました。 

  

  

（営業外損益） 

自己勘定投資に係る借入金増加に伴い、支払利息が616百万円増加した他、コミットメントラインに係る金融機関

に対するコミットメントフィー等が増加したため、支払手数料が441百万円増加いたしました。 

  



(3) キャッシュ・フローの分析 

  

当連結会計年度において当社グループは、販売用不動産の取得を中心として、営業活動により2,900百万円使用

した一方で、連結会計年度末近くにおいてユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の発行により20,000百万円を調

達した結果、当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、17,896百

万円増加し37,074百万円となりました。 

  

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度において営業活動の結果使用した資金は、2,900百万円となりました。これは主に、販売用不動

産の売却による収入が販売用不動産の取得による支出を6,461百万円上回ったものの、一方で、匿名組合出資金の

拠出・購入による支出が匿名組合出資金の分配金受取による収入を3,905百万円超過したことや、買取債権の購入

による支出が買取債権の回収及び譲渡による支出を4,145百万円超過したこと等によるものであります。 

この結果、営業活動によるキャッシュ・フローはマイナスとなっておりますが、上記の支出は翌期以降のキャッ

シュ・フロー収入を生み出すための支出であり、当社グループの収益の源泉と考えているものであります。 

また、不動産ファンドへ売却するための自己勘定投資による物件取得のような、短期的な資金需要については短

期の借入によっており、一方、自らが組成するファンドへの少額投資のような中期的な資金需要については、内部

留保及び長期の社債・借入金によっており、調達と運用のマッチングについては十分留意しております。 

  

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、8,894百万円となりました。これは主に、投資有価証

券の取得による支出が5,377百万円、関係会社株式・出資金の取得による支出が2,090百万円あったこと等によるも

のであります。 

具体的には、当社の100％子会社であるケネディクス・リート・マネジメント株式会社が運用する不動産投資信

託（J-REIT）の投資証券の取得による支出や、ケネディ・ウィルソン社との合弁会社である米国のアセットマネジ

メント会社への資本参加や米国住宅案件への投資に係る出資が主な支出であります。 

  

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は、28,283百万円となりました。これは主に、20,000百万

項目 

前連結会計年度 

（平成17年12月31日）

当連結会計年度 

(平成18年12月31日) 
増減 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
△25,247,666 △2,900,273 22,347,393 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
△5,962,897 △8,894,769 △2,931,871 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
45,912,577 28,283,726 △17,628,850 

現金及び現金同等物の増

減額 
14,815,441 16,503,555 1,688,113 

現金及び現金同等物の期

末残高 
19,178,342 37,074,723 17,896,381 



円の転換社債型新株予約権付社債の発行を中心とした社債の発行による収入が26,616百万円あったこと等による

ものであります。 

これらの資金使途は主に、上記①に記載の自己勘定投資による物件取得及び顧客投資家との共同投資でありま

す。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資額は総額55百万円であり、主に当社及び子会社の事務所増床工事等に係るもので

あります。 

この事業の種類別セグメント別の内訳は下記の通りであります。 

  

  

  

不動産投資アドバイザリー事業 10百万円 

アセットマネジメント事業 36百万円 

債権投資マネジメント事業 3百万円 

全社共通 5百万円 

合計 55百万円 



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

（平成18年12月31日現在） 

（注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、器具及び備品であります。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  

(2) 国内子会社 

（平成18年12月31日現在） 

（注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、器具及び備品であります。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメント 

設備の内容

帳簿価額(千円) 
従業員数 
(名) 

事務所
賃借料 
(年間) 
(千円) 建物 その他 合計 

本社事務所 
（東京都港区） 

全社 
建物附属設備及び情
報通信機器 

62,094 35,129 97,223 59 68,390

大阪事務所 
 (大阪市中央区) 

アセットマネ
ジメント事業 

建物附属設備及び情
報通信機器 

3,248 2,451 5,699 6 5,152

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメント 

設備の内容

帳簿価額(千円) 
従業員数 
(名) 

事務所 
賃借料 
(年間) 
(千円) 建物 その他 合計 

パシフィック
債権回収㈱ 

本社事務所 
 (東京都 
千代田区) 

債権投資マ
ネジメント
事業 

建物附属設
備及び情報
通信機器 

10,174 10,564 20,739 25 21,167 

ケ ネ デ ィ ク
ス・アドバイ
ザーズ㈱ 

本社事務所 
（東京都港
区） 

アセットマ
ネジメント
事業 

建物附属設
備及び情報
通信機器 

1,083 7,537 8,620 16 13,476 

ケ ネ デ ィ ク
ス・リ ー ト・
マネジメント
㈱ 

本社事務所 
 (東京都 
千代田区) 

アセットマ
ネジメント
事業 

建物附属設
備及び情報
通信機器 

9,305 9,188 18,493 19 43,056 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 提出日現在発行数には、平成19年３月１日以後提出日までに新株予約権の行使により発行された株式数は含まれておりませ

ん。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 700,000 

計 700,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年３月28日)

上場証券取引所名又は登録証
券業協会名 

内容 

普通株式 285,489 285,546 東京証券取引所市場第一部
株主としての権利内容
に制限のない、標準と
なる株式 

計 285,489 285,546 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

（第1回新株予約権） 

株主総会の特別決議(平成15年３月27日) 取締役会決議日（平成15年5月22日） 

  

（第２回新株予約権） 

株主総会の特別決議(平成15年３月27日) 取締役会決議日（平成15年10月1日） 

  
事業年度末現在
(平成18年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数  774個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(注)5 2,322株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 (注)1, 2, 4, 5 58,946円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年４月１日から
平成20年３月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (注)1, 2, 4, 5 

発行価格   58,946円
資本組入額  29,473円 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)3 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の第三者への譲
渡、質入れその他一切の処分
をすることができない。 
(注)3 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 

  
事業年度末現在
(平成18年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数    110個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(注)5    330株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 (注)2, 4, 5 108,388円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年４月１日から
平成20年３月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (注)2, 4, 5 

発行価格  108,388円
資本組入額  54,194円 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)3 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の第三者への譲
渡、質入れその他一切の処分
をすることができない。 
(注)3 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 



（第３回新株予約権） 

株主総会の特別決議(平成16年３月25日) 取締役会決議日（平成16年９月21日） 

  

 (第４回新株予約権） 

株主総会の特別決議(平成17年３月24日) 取締役会決議日（平成17年９月28日） 

  
事業年度末現在
(平成18年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数   1,395個 1,376個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(注)5   4,185株 4,128株 

新株予約権の行使時の払込金額 (注)2, 4, 5 160,042円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年４月１日から
平成21年３月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (注)2, 4, 5 

発行価格  160,042円
資本組入額   80,021円 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)3 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の第三者への譲
渡、質入れその他一切の処分
をすることができない。 
(注)3 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 

  
事業年度末現在
(平成18年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数   4,890個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数   4,890株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 (注)2 390,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年４月１日から
平成22年３月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (注)2 

発行価格  390,000円
資本組入額  195,000円 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)3 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の第三者への譲
渡、質入れその他一切の処分
をすることができない。 
(注)3 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 



（第５回新株予約権） 

株主総会の特別決議(平成17年３月24日) 取締役会決議日（平成18年3月16日） 

  

（平成23年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債） 

取締役会決議日（平成18年11月28日） 

  

  

(注)１ 平成15年8月26日付の第三者割当増資に伴い、払込金額、発行価格及び資本組入額を調整しております。 

２ 新株予約権の行使時の払込金額については、以下のように定めております。 

(1) 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転 

    する株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

  
事業年度末現在
(平成18年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数      110個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数      110株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 (注)2 645,593円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年４月１日から
平成22年３月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (注)2 

発行価格  645,593円
資本組入額 322,797円 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)3 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の第三者への譲
渡、質入れその他一切の処分
をすることができない。 
(注)3 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 

  
事業年度末現在
(平成18年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数 2,000個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 26,474株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 (注)6 755,440円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年１月５日から
平成23年12月１日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  755,440円
資本組入額 377,720円 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はで
きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 ― ― 

新株予約権付社債の残高 20,000,000千円 同左 

代用払込みに関する事項 (注)7 同左 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)8 同左 



(2) 行使価額は、発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株

式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げるも

のとする。ただし、その金額が発行日の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合

は、発行日の終値とする。 

(3) 発行日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予

約権の行使、「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）の施行前の商法に基づく新株引受権証券の行

使並びに同法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

(4) 発行日以降、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割または併合の比率に

応じて比例的に調整されるものとし、調整の結果生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

(5) 発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とする止むを得ない事由

が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整する。 

３ 新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権付与契約」に定められております。 

４ 平成16年9月2日付及び平成17年8月30日付の公募増資に伴い、払込金額、発行価額及び資本組入額を調整しております。 

５ 平成17年2月21日付の株式分割に伴い、新株予約権の数、株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額を調整しておりま

す。 

    ６ 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る価額で当社普通株式を発行し又は当社の

保有する当社普通株式を処分する場合には、次の算式により調整しております。なお、次の算式において、「既発行株式

数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）の総数であります。 

また、転換価額は、当社普通株式の分割（無償割当てを含む。）又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当

社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発行が行われる場合その他一

定の事由が生じた場合にも適宜調整しております。 

   ７ 新株予約権の行使に際し、当該新株予約権に係る本社債を出資するものとします。 

調整後行使価格 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
既発行株式数＋

発行又は 

処分株式数 
×
１株当たりの発行 

又は処分価額 

時価 

既発行株式数＋発行又は処分株式数 



   ８ 当社が組織再編行為を行う場合、当社は承継会社等をして、承継会社等の新株予約権の交付をさせるよう最善の努力を尽

くすことを定めておりますが、その主な条件は以下のように定めております。 

(1) 交付される承継会社等の新株予約権の数 

当該組織再編行為の効力発生日直前において残存する本新株予約権付社債の本新株予約権付社債所持人が保有する本

新株予約権の数と同一の数とします。 

(2) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の種類 

承継会社等の普通株式とする。 

(3) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の数 

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編行為の条件を勘案の

上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定する他、以下に従う。なお、転換価額は、時価を下回る新株発行を行

った場合と同様の調整に服する定めがあります。 

（i）合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行

使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に得られる数の当社普通株

式の保有者が当該組織再編行為において受領する承継会社等の普通株式の数を受領できるように、転換価額を定

める。当該組織再編行為に際して承継会社等の普通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該

証券又は財産の公正な市場価値（独立のフィナンシャル・アドバイザーに諮問し、その意見を十分に考慮した上

で、当社が決定するものとする。）を承継会社等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普

通株式の数を併せて受領できるようにする。 

（ii）その他の組織再編行為の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使し

たときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権付社債の所持人

が得ることのできる経済的利益と同等の経済的利益（独立のフィナンシャル・アドバイザーに諮問し、その意見

を十分に考慮した上で、当社が決定するものとする。）を受領できるように、転換価額を定める。 

(4) 承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法 

承継会社等の新株予約権１個の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、承継会社等の新株予約権１個の行使

に際して出資される財産の価額は、各本社債の額面金額と同額とする。 

(5) 承継会社等の新株予約権を行使することができる期間 

当該組織再編行為の効力発生日又は承継会社等の新株予約権を交付した日のいずれか遅い日から、本新株予約権の行

使期間の満了日までとする。 

(6) 承継会社等の新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(7) 承継会社等の新株予約権の取得条項 

承継会社等の新株予約権の取得条項は定めない。 

  

  

  



(3) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成14年２月19日 
(注)１ 

4,500 28,320 688,500 792,926 1,143,000 1,143,000

平成14年９月20日 
     (注)２ 

4,400 32,720 450,340 1,243,266 450,340 1,593,340

平成14年10月12日 
     (注)３ 

500 33,220 51,175 1,294,441 51,175 1,644,515

平成14年1月1日～ 
平成14年12月31日 
     (注)４ 

967 34,187 39,753 1,334,195 12,156 1,656,671

平成15年２月20日 
     (注)５ 

34,187 68,374 ― 1,334,195 ― 1,656,671

平成15年８月26日 
     (注)６ 

1,700 70,074 132,600 1,466,795 132,600 1,789,271

  平成15年１月１日～ 
平成15年12月31日 
     (注)７ 

1,266 71,340 18,055 1,484,851 7,096 1,796,368

平成16年９月２日 
     (注)８ 

4,000 75,340 912,640 2,397,491 912,640 2,709,008

平成16年９月29日 
     (注)９ 

610 75,950 139,177 2,536,668 139,177 2,848,186

  平成16年１月１日～ 
平成16年12月31日 
     (注)10 

2,867 78,817 73,714 2,610,382 23,326 2,871,512

平成17年２月21日 
(注)11 

157,634 236,451 ― 2,610,382 ― 2,871,512

平成17年８月30日 
       (注)12 

40,000 276,451 6,342,600 8,952,982 6,342,600 9,214,112

平成17年９月28日 
(注)13 

3,000 279,451 475,695 9,428,677 475,695 9,689,807

  平成17年１月１日～ 
平成17年12月31日 

(注)14 
2,906 282,357 79,075 9,507,752 77,079 9,766,887

  平成18年１月１日～ 
平成18年12月31日 

(注)15 
3,132 285,489 140,653 9,648,405 140,653 9,907,540



(注)１ 有償一般募集増資 

４ 旧商法第341条ノ８の規定に基づく新株引受権付社債の権利行使（197株）、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新

株引受権の権利行使（770株） 

５ 平成14年11月13日開催の取締役会により、平成14年12月30日現在の株主名簿に記載された株主の所有株式を平成15年２月

20日をもって１株を２株に分割しております。 

７ 旧商法第341条ノ８の規定に基づく新株引受権付社債の権利行使（230株）、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新

株引受権の権利行使（1,036株） 

10 旧商法第341条ノ８の規定に基づく新株引受権付社債の権利行使（756株）、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新

株引受権の権利行使（2,111株） 

11 平成16年８月12日開催の取締役会により、平成16年12月31日現在の株主名簿に記載された株主の所有株式を平成17年２月

21日をもって１株を３株に分割しております。 

14 旧商法第341条ノ８の規定に基づく新株引受権付社債の権利行使（554株）、新株予約権（旧商法第280条ノ19第１項の規

定に基づく新株引受権を含む）の権利行使（2,352株） 

15 新株予約権（旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権を含む）の権利行使（3,132株） 

16 平成19年１月１日から平成19年２月28日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が57株、資本金が4,561

千円及び資本準備金が4,561千円増加しております。 

発行価格 440,000円  

引受価額 407,000円  

発行価額 306,000円  

資本組入額 153,000円  

２ 有償一般募集増資   

発行価格 218,500円  

引受価額 218,500円  

発行価額 204,700円  

資本組入額 102,350円  

３ 有償第三者割当（グリーンシューオプション） 

  割当先：日興ソロモン・スミス・バーニー証券会社

  

発行価格 204,700円  

引受価額 204,700円  

発行価額 204,700円  

資本組入額 102,350円  

６ 有償第三者割当 (割当先：三井物産株式会社) 

発行株式数 1,700株  

発行価格 156,000円  

資本組入額 78,000円  

８ 有償一般募集増資 

発行価格 481,120円  

引受価額 481,120円  

発行価額 456,320円  

資本組入額 228,160円  

９ 有償第三者割当(グリーンシューオプション) 

 割当先：日興シティグループ証券株式会社 

発行価格 456,320円  

引受価額 456,320円  

発行価額 456,320円  

資本組入額 228,160円  

12 有償一般募集増資 

発行価格 330,770円  

引受価額 330,770円  

発行価額 317,130円  

資本組入額 158,565円  

  

13 有償第三者割当(グリーンシューオプション) 

割当先：日興シティグループ証券株式会社 

発行価格 317,130円  

引受価額 317,130円  

発行価額 317,130円  

資本組入額 158,565円  



  

(5) 【所有者別状況】 

（平成18年12月31日現在） 

 (注) 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が421株含まれております。 

区分 

株式の状況 

単元未満株式
の状況 
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 51 47 98 172 6 12,355 12,729 ―

所有株式数 
(単元) 

― 64,321 14,853 13,862 134,103 79 58,271 285,489 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 22.53 5.20 4.86 46.97 0.03 20.41 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

（平成18年12月31日現在） 

  

(注)1  ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社が、以下の通り、平成18年2月3日付で

提出した大量保有（変更）報告書に基づき、主要株主の異動が判明いたしました。 

 なお、主要株主の異動については証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第4号の規

定に基づき臨時報告書を提出しております。 

  

(注)2  当社は、東京海上アセットマネジメント投信株式会社から、以下の通り、平成18年10月6日付で提出された大量保有報告書

により平成18年9月30日現在で14,382株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては当事業年度末における

所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日本トラステイ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１-８-11 18,428 6.45

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２-11-３ 16,228 5.68

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室） 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A. 
  
（東京都中央区日本橋兜町６-７） 

15,353 5.37

ジエーピーモルガンチエース 
オツペンハイマー フアンズ 
ジヤスデツク アカウント 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行カストデイ業務
部） 

CHASESIDE, BOURNEMOUTH, DORSET, BH7 7DB
UNITED KINGDOM 
  
（東京都千代田区丸の内２-７-１） 

11,000 3.85 

バンク オブ ニユーヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエスジ
ー 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行カストデイ業務
部） 

PETERBOROUGH  COURT  133  FLEET  STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
  
（東京都千代田区丸の内２-７-１） 

10,004 3.50

本間 良輔 東京都品川区 8,334 2.91 

ザ バンク オブ ニユーヨー
ク ジヤスデイツク トリーテ
イー アカウント 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室） 

AVENUE  DES  ARTS  35  KUNSTLAAN,  1040 
BRUSSELS, BELGIUM 
  
（東京都中央区日本橋兜町６-７） 

8,090 2.83 

三井物産株式会社 

東京都中央区晴海１-８-12晴海アイランドト
リトンスクエアオフイスタワーＺ棟 
常任代理人 資産管理サービス信託銀行株式
会社 

7,100 2.48 

カーギル インターナシヨナル 
トレーデイング ピーテイーイ
ー リミテツド ナンバーツー 
（常任代理人 大和証券エスエ
ムビーシー株式会社） 

300  BEACH  ROAD,  #23-01  THE  CONCOURSE 
SINGAPORE 199555 
  
（東京都千代田区丸の内１-８-１） 

7,064 2.47

資産管理サービス信託銀行株式
会社（信託Ｂ口） 

東京都中央区晴海１-８-12晴海アイランドト
リトンスクエアオフイスタワーＺ棟 

6,316 2.21

計 ― 107,917 37.80 

氏名又は名称   所有株式数 

（株） 
株式保有割合(％)

ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・

マネジメント・ジャパン株式会社 

異動前 29,236 10.35 

異動後 26,759 9.48 

氏名又は名称 所有株式数 

（株） 
株式保有割合(％)

東京海上アセットマネジメント投信株式会社 14,382 5.05 



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

（平成18年12月31日現在） 

 (注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が421株（議決権421個）含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

（平成18年12月31日現在） 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
 (相互保有株式) 
  普通株式  200 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 285,289 285,289 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 285,489 ― ― 

総株主の議決権 ― 285,289 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(相互保有株式) 

㈱アセット・ワン 
東京都千代田区九段北4-1-3 200 ― 200 0.07 

計 ― 200 ― 200 0.07 



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

  

決議年月日 平成15年３月27日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 4名 当社従業員 26名 当社外部コンサルタント 3名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載されております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項 
― 

決議年月日 平成16年３月25日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 4名 当社従業員 33名 当社外部コンサルタント 1名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載されております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項 
― 

決議年月日 平成17年３月24日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役 5名 当社従業員 61名 当社子会社取締役 1名  

当社子会社従業員 4名 外部コンサルタント 2名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載されております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項 
― 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

  

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。  

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

    該当事項はありません。 

  

【株式の種類等】 該当事項はありません。 



３ 【配当政策】 

当社は株主への利益還元を経営の重要な課題と位置づけており、配当政策については将来の事業展開のために内部

留保の充実を図ると同時に、連結ベースの業績に応じた配当を継続的に行うことを基本方針としております。 

当社は現在、成長過程にあるものと位置付け、内部留保については収益性の高い自己勘定投資物件の取得等、今後

の事業拡大のための投資等に充当することも必要であると認識しております。 

第12期につきましては、業績の状況、将来の成長のための内部留保の充実及び配当性向等を総合的に勘案して、1

株当たり普通配当を3,000円としており、これにより配当性向は連結ベースで9.4％、単体ベースで10.3％となりまし

た。今後も、配当性向の向上に努めると同時に、内部留保金につきましては自己勘定投資物件の取得等に充当し、一

層の事業拡大に努めます。 

期末配当については、定時株主総会決議により決定いたしますが、当社は取締役会の決議をもって、毎年6月30日

を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。ただし、現在のところ、上述の内部留保の

充実の観点から、中間配当は行っておらず、期末配当のみを実施する方針であります。 

なお、当事業年度の剰余金の配当は、以下の通りであります。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 当社株式は、平成14年２月19日から大阪証券取引所(ヘラクレス市場)に上場されております。 

２ 最高・最低株価は、平成15年12月12日から東京証券取引所市場第二部におけるものであり、平成16年12月1日から東京証

券取引所市場第一部におけるものであります。 

３ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決議年月日 配当金の総額 １株当たりの配当額 

平成19年3月27日 

定時株主総会決議 
856,467千円 3,000円 

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高(円) 630,000 409,000 639,000 818,000 809,000 

最低(円) ※ 130,000 138,000 ※ 172,000 175,000 387,000 

月別 
平成18年 
７月 

８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 535,000 596,000 671,000 728,000 665,000 574,000 

最低(円) 387,000 443,000 557,000 603,000 486,000 518,000 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
任期 
（年） 

所有株式数
(株) 

代表取締役 
会長   本 間 良 輔 昭和21年１月27日生

昭和43年４月

昭和48年４月

昭和54年２月

  
昭和61年６月

  
平成４年６月

  
平成６年９月

  
平成８年10月

平成15年11月

  

  
  

平成19年３月

三菱商事株式会社入社 

泰国三菱商事会社へ出向 
三菱商事株式会社バクダッド支店

勤務 
三菱商事株式会社海外建設部リー

ダー 
米国三菱商事会社ロスアンゼルス

支店へ出向 
エムシ-・リアルティ・インク社長

就任 
当社代表取締役社長就任 

ケイダブリュー・ペンションファ

ンド・アドバイザーズ株式会社

（現ケネディクス・アドバイザー

ズ株式会社）代表取締役社長就任

（現任） 
当社代表取締役会長就任(現任) 

(注)4 8,334

代表取締役 
社長 

  川 島   敦 昭和34年１月４日 

昭和57年４月

平成２年４月

平成10年６月

平成13年３月

平成15年１月

  
平成15年３月

  
平成16年８月

平成16年10月

  

  
  

平成17年３月

平成19年１月

平成19年３月

三菱商事株式会社入社 

安田信託銀行株式会社入社 
当社入社 

当社取締役（副社長） 
当社取締役兼執行役員（不動産投

資アドバイザリ-部長） 
当社執行役員COO（不動産投資アド

バイザリー部長） 
当社執行役員COO 

ケイダブリュー・リート・マネジ

メント株式会社（現ケネディク

ス・リ-ト・マネジメント株式会

社）取締役 

当社取締役兼執行役員COO 
当社取締役C00 

当社代表取締役社長就任(現任) 

(注)4 1,182

取締役 CFO 吉 川 泰 司 昭和27年11月２日生

昭和55年３月

平成元年９月

平成８年７月

平成10年２月

平成13年10月

平成15年１月

平成15年３月

平成18年10月

  

平成19年１月

不動建設株式会社入社 

三菱商事株式会社入社 

三菱建設株式会社入社 

当社入社 

当社管理本部長 

当社執行役員CFO 

当社取締役兼執行役員CFO 

株式会社アセット・ワン取締役(現

任) 

当社取締役CFO(現任) 

(注)4 311

取締役 

総務・人事部
部長兼コンプ
ライアンス・
オフィサ- 

柴 岡 博 夫 昭和24年12月18日

昭和48年４月

平成10年５月

平成12年２月

平成12年４月

平成14年４月

  

平成15年３月

  

平成15年11月

三井信託銀行株式会社入社 

三井信託銀行北九州支店長就任 

三井信託銀行梅田支店長就任 

中央三井信託銀行梅田支店長就任 

当社総務部長兼コンプライアン

ス・オフィサー 

当社取締役総務・人事部長兼コン

プライアンス・オフィサー(現任) 

ケイダブリュー・ペンションファ

ンド・アドバイザーズ株式会社

（現ケネディクス・アドバイザー

ズ株式会社）取締役（現任） 

(注)4 249

取締役   柏 木   昇 昭和17年２月３日

昭和40年４月

平成５年４月

平成15年３月

平成15年４月

平成15年11月

三菱商事株式会社入社 

東京大学法学部教授 

当社取締役就任(現任) 

中央大学法科大学院教授（現任） 

ケイダブリュー・ペンションファ

ンド・アドバイザーズ株式会社

（現ケネディクス・アドバイザー

(注)4 30



  

ズ株式会社）取締役（現任） 

  
  

常勤監査役 
  

  
  

小 野 義 博

  
  

昭和20年４月18日生

昭和46年６月

昭和63年４月

平成５年９月

  

平成８年６月

  

平成10年12月

平成12年12月

株式会社日本長期信用銀行入行 

スイス長銀社長就任 

エルティーシービーインターナシ

ョナル(ロンドン)社長就任 

長銀投資顧問株式会社常務取締役

就任 

当社顧問就任 

当社監査役就任(現任) 

(注)5 ―

常勤監査役   本 田 商 一 昭和27年５月２日生

昭和50年４月

昭和59年１月

平成７年５月

  

平成７年８月

平成９年10月

平成10年４月

  

平成13年３月

平成15年３月

  

平成18年９月

  

平成19年３月

株式会社若宮商会入社 

株式会社地銀生保住宅ローン入社 

米国サンディエゴ大学法律学大学

院卒業 

本田商一事務所開設 

当社コンサルタント就任 

当社入社 

当社債権投資マネジメント部長 

当社取締役副社長就任 

当社執行役員債権投資マネジメン

ト部長 

当社執行役員スペシャル・インベ

ストメント・グループ部長 

当社監査役就任(現任) 

(注)5 1,200

監査役   菅 野 慎太郎 昭和45年７月１日生

平成６年10月

平成13年３月

平成13年６月

平成15年３月

  

平成16年４月

監査法人トーマツ入所 

赤坂芳和公認会計士共同事務所入

所 

当社監査役就任(現任) 

公認会計士菅野慎太郎事務所開業 

（現任） 

ケイダブリュー・ペンションファ

ンド・アドバイザーズ株式会社

（現ケネディクス・アドバイザー

ズ株式会社）監査役就任（現任） 

(注)5 1

監査役   舩 橋 晴 雄 昭和21年９月19日

昭和44年７月

平成12年７月

平成13年７月

平成15年２月

  

平成16年５月

  

平成16年10月

  

  

  

平成16年10月

  

  

  

平成17年３月

大蔵省入省 

国土庁官房長 

国土交通省国土交通審議官 

シリウス・インスティテュート株

式会社代表取締役就任(現任) 

国立大学法人一橋大学大学院国際

企業戦略研究科客員教授（現任） 

ケイダブリュー・リート・マネジ

メント株式会社（現ケネディク

ス・リ-ト・マネジメント株式会

社）監査役就任（現任） 

ケイダブリュー・ペンションファ

ンド・アドバイザーズ株式会社

（現ケネディクス・アドバイザー

ズ株式会社）監査役就任（現任） 

当社監査役就任（現任） 

(注)5 ―

計 11,307 



(注) １．取締役柏木昇氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役舩橋晴雄及び菅野慎太郎は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．当社は意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化及び迅速な業務執行のため、執行役員制度を導入してお

ります。当社の執行役員は以下のとおりであります。 

４．取締役の任期は、平成19年3月27日就任後、1年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結

の時まで 

５．監査役の任期は、就任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までであ

り、各監査役の任期は以下の通りであります。 

  

執行役員（不動産投資顧問事業本部投資事業部長兼

戦略投資部長） 
田 中   晃 

執行役員（不動産投資顧問事業本部長） 藤 井  英 介 

執行役員（大阪営業所長） 片 山  慶 三 

執行役員（財務・経理部長） 山 﨑  健 一 

小 野 義 博 平成19年12月期に係る定時株主総会終結の時 

本 田 商 一 平成22年12月期に係る定時株主総会終結の時 

菅 野 慎太郎 平成19年12月期に係る定時株主総会終結の時 

舩 橋 晴 雄 平成19年12月期に係る定時株主総会終結の時 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社においては、経営の健全性、透明性、効率性の確保の観点から、当社においての最適なコーポレート・ガバ

ナンスを構築することを目指しており、変化の激しい経営環境に対応し、株主価値を高めるため、コーポレート・

ガバナンスの強化を図っております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 社外取締役及び社外監査役 

平成19年３月28日現在、当社においては取締役は５名ですが、このうち１名について中央大学法科大学院教授で

ある柏木昇を社外取締役として招聘しております。取締役会は原則月１回、定期的に開催しておりますが、社外取

締役にも基本的に毎回出席を仰ぎ、法律の専門家としての立場より業務執行に対して有効な助言を受けておりま

す。 

また、監査役菅野慎太郎からは、公認会計士の立場で財務・会計の領域において企業を指導してきた経験に基づ

き、当社の業務執行に対してきめ細かい監査を受けており、監査役舩橋晴雄からも、旧大蔵省及び国土交通省在職

時に金融及び不動産の両領域において企業を指導してきた経験に基づき、有効な指導を受けております。両氏はい

ずれも社外監査役に該当いたします。 

なお、監査役菅野慎太郎は当社株式１株を所有しておりますが、当社グループとの取引関係その他利害関係はあ

りません。また、社外取締役及び監査役舩橋晴雄については、当社グループとは人的・資本的関係または取引関係

等の利害関係はありません。 

  

② 執行役員制度 

当社においては、目まぐるしく変化する不動産金融市場に対応するため、執行役員制度を導入し、意思決定・監

督と業務執行を分離することで、取締役会の活性化と経営のスピードアップを図っております。有価証券報告書提

出日現在、執行役員は４名であります。 

  

③ 外部専門家との連携 

当社においては、会社法に基づく会計監査人を選任して会計監査を受けており、また必要に応じて顧問弁護士及

び顧問税理士等の専門家の意見を聴取しながら、経営及び業務執行に関して、法令遵守はもとより、その適正性及

び公正性について助言を受けております。 

なお、会計監査についての監査契約はあずさ監査法人と締結しており、同監査法人及び当社監査に従事する同監

査法人の業務執行社員と当社の間は、特別の利害関係はありません。 

当期において業務を執行した公認会計士の氏名及び継続監査年数、監査業務にかかる補助者の構成については以

下のとおりであります。 

  

業務を執行した公認会計士の氏名 

  指定社員 業務執行社員 ： 井上寅喜、貞廣篤典（ともに３年） 

  ※（ ）内は継続監査年数 

会計監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士 ７名、会計士補 11名、その他 ８名 

  

(3) リスク管理体制の整備の状況 

① 内部監査 



当社グループの経営を合理的かつ適正に運営することを目的として、規程に基づき内部監査を実施しておりま

す。 

当社における内部監査業務の担当人員数は1名、担当部署は総務・人事部であり、必要により他の者を監査担当者

と指名し、監査を実行することができ、監査対象範囲は当社の各部署の他、当社の子会社及び関連会社が含まれま

す。 

  

② コンプライアンス・オフィサーの設置 

当社においては法令遵守機能強化を目的として、コンプライアンス・オフィサーを設置し、法令遵守の徹底を図

っております。 

  

  

(4) 役員報酬及び監査報酬 

① 役員報酬の内容 

  

② 監査報酬の内容 

 「上記以外の報酬」は、転換社債型新株予約権付社債発行時のコンフォートレター作成に係る報酬であります。 

  

取締役に支払った報酬 159百万円 

監査役に支払った報酬 20百万円 

公認会計士法第２条１項に規定する業務に基づく報酬 23百万円 

上記以外の報酬 20百万円 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  また、前連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  また、前事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)及

び前事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12

月31日まで)及び当事業年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表についてはあ

ずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

 (1) 【連結財務諸表】 

 ① 【連結貸借対照表】 

  

  

    
前連結会計年度 

(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金     18,658,721   34,390,919  

 ２ 信託預金 ※２   1,632,013   4,821,714  

 ３ 営業未収入金     616,399   866,838  

 ４ たな卸資産 ※２   54,790,419   86,848,563  

 ５ 買取債権 ※３   1,254,598   3,603,043  

 ６ 繰延税金資産     381,658   579,496  

 ７ その他     1,339,272   3,488,466  

 ８ 貸倒引当金     △42,783   △32,982  

   流動資産合計     78,630,299 82.3  134,566,060 85.1

Ⅱ 固定資産           

 １ 有形固定資産           

  (1) 建物   91,831   110,075    

    減価償却累計額   16,504 75,326  22,866 87,209  

  (2) その他   91,739   111,209    

    減価償却累計額   32,252 59,486  45,206 66,002  

   有形固定資産合計     134,812 0.1  153,212 0.1

 ２ 無形固定資産     8,242 0.0  8,583 0.0

 ３ 投資その他の資産           

  (1) 投資有価証券 ※１   13,190,976   17,558,361  

  (2) 出資金 ※1、2   2,418,095   3,126,246  

  (3) 長期貸付金 ※２   800,920   1,431,962  

  (4) 繰延税金資産     30,453   77,435  

  (5) その他     379,883   1,225,729  

   投資その他の資産合

計 
    16,820,330 17.6  23,419,735 14.8

   固定資産合計     16,963,385 17.7  23,581,531 14.9

   資産合計     95,593,684 100.0  158,147,591 100.0

            



  

  

    
前連結会計年度 

(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

 １ 営業未払金     264,482   362,917  

 ２ 短期借入金 ※2、4   29,014,200   35,900,260  

 ３ １年内返済予定 

長期借入金 
※２   2,485,000   15,259,150  

 ４ １年内償還予定社債     1,636,000   2,785,000  

 ５ 未払法人税等     2,763,130   5,066,563  

 ６ 預り敷金     1,497,520   3,575,875  

７ 役員賞与引当金     ―   270,000  

 ８ その他     1,010,182   1,552,262  

   流動負債合計     38,670,516 40.4  64,772,028 41.0

Ⅱ 固定負債           

 １ 社債     6,554,000   30,519,000  

 ２ 長期借入金 ※２   19,872,858   22,166,825  

 ３ 匿名組合出資預り金     1,275,013   279,379  

 ４ 繰延税金負債     444,517   303,554  

 ５ 退職給付引当金     10,791   13,299  

 ６ 役員退職慰労引当金     140,050   164,420  

 ７ その他     47,630   135,045  

   固定負債合計     28,344,861 29.7  53,581,524 33.8

   負債合計     67,015,378 70.1  118,353,553 74.8

   （少数株主持分）           

  少数株主持分     16,359 0.0  ― ―

(資本の部)           

Ⅰ 資本金 ※５   9,507,752 10.0  ― ―

Ⅱ 資本剰余金     9,766,887 10.2  ― ―

Ⅲ 利益剰余金     8,433,984 8.8  ― ―

Ⅳ その他有価証券 

評価差額金 
    739,893 0.8  ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定     113,428 0.1  ― ―

  資本合計     28,561,946 29.9  ― ―

  負債、少数株主持分及

び 

  資本合計 

    95,593,684 100.0  ― ―

            



  

  

    
前連結会計年度 

(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     ― ―  9,648,405 6.1

２ 資本剰余金     ― ―  9,907,540 6.2

３ 利益剰余金     ― ―  16,996,744 10.8

４ 自己株式     ― ―  △42,040 △0.0

株主資本合計     ― ―  36,510,650 23.1

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評価 
  差額金 

    ― ―  674,060 0.4

２ 繰延ヘッジ損益     ― ―  △111,859 △0.0

３ 為替換算調整勘定     ― ―  137,884 0.1

評価・換算差額等合

計 
    ― ―  700,085 0.5

Ⅲ 少数株主持分     ― ―  2,583,302 1.6

純資産合計     ― ―  39,794,037 25.2

負債純資産合計     ― ―  158,147,591 100.0

         



② 【連結損益計算書】 
  

  

    

前連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比 

(％) 

Ⅰ 営業収益 ※１  13,958,522 100.0  27,044,262 100.0

Ⅱ 営業原価    2,208,840 15.8  4,659,457 17.2

   営業総利益    11,749,682 84.2  22,384,805 82.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

 １ 貸倒引当金繰入額   210   ―    

 ２ 役員報酬   218,277   240,400    

 ３ 給与及び賞与   1,220,324   1,536,805    

４ 役員賞与引当金繰入額   ―   270,000    

 ５ 退職給付引当金繰入額   5,480   8,118    

 ６ 役員退職慰労引当金 

   繰入額 
  27,589   24,370    

 ７ 支払手数料   254,756   403,579    

 ８ その他   882,532 2,609,170 18.7 1,264,463 3,747,738 13.9

   営業利益    9,140,511 65.5  18,637,067 68.9

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息   31,549   63,503    

 ２ 持分法による投資利益   182,164   170,849    

 ３ 消費税簡易課税差額 

   収入 
  65,753   77,220    

 ４ その他   65,388 344,855 2.4 65,371 376,944 1.4

Ⅴ 営業外費用          

 １ 支払利息   607,094   1,223,488    

 ２ 新株発行費   71,649   ―    

 ３ 株式交付費   ―   2,844    

 ４ 社債発行費   172,126   283,196    

 ５ 支払手数料 ※２ 437,423   879,168    

 ６ その他   83,927 1,372,220 9.8 164,078 2,552,775 9.4

   経常利益    8,113,146 58.1  16,461,236 60.9

Ⅵ 特別利益          

 １ 投資有価証券売却益   90,156 90,156 0.7 20,297 20,297 0.0

   匿名組合損益分配前 

   税金等調整前当期 

   純利益 

   8,203,302 58.8  16,481,533 60.9

   匿名組合損益分配額    175,257 1.3  474,522 1.7

   税金等調整前 

   当期純利益 
   8,028,044 57.5  16,007,010 59.2

   法人税、住民税及び 

   事業税 
  3,429,183   6,739,424    

   法人税等調整額   △167,571 3,261,612 23.3 △263,876 6,475,547 24.0

   少数株主利益    9,410 0.1  515,816 1.9

   当期純利益    4,757,022 34.1  9,015,646 33.3

           



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    

前連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高    2,871,512 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

 １ 増資による新株の発行   6,889,676   

２ 新株引受権の行使に 

  よる新株式の発行 
  5,586   

 ３ 新株引受権からの振替   112 6,895,374 

Ⅲ 資本剰余金期末残高    9,766,887 

     
  

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高    3,828,187 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

   当期純利益   4,757,022 4,757,022 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金   118,225   

２ 役員賞与   33,000 151,225 

Ⅳ 利益剰余金期末残高    8,433,984 

       



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

  

  

  

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日残高(千円) 9,507,752 9,766,887 8,433,984 － 27,708,624 

連結会計年度中の変動額           

 新株の発行 140,653 140,653 － － 281,306 

 剰余金の配当 － － △352,946 － △352,946 

 役員賞与 － － △99,940 － △99,940 

 当期純利益 － － 9,015,646 － 9,015,646 

 自己株式の取得 － － － △42,040 △42,040 

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額
(純額) 

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 

140,653 140,653 8,562,760 △42,040 8,802,025 

平成18年12月31日残高(千円) 9,648,405 9,907,540 16,996,744 △42,040 36,510,650 

  

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成17年12月31日残高(千円) 739,893 － 113,428 853,322 16,359 28,578,306 

連結会計年度中の変動額             

 新株の発行 － － － － － 281,306 

 剰余金の配当 － － － － － △352,946 

 役員賞与 － － － － － △99,940 

 当期純利益 － － － － － 9,015,646 

 自己株式の取得 － － － － － △42,040 

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額
(純額) 

△65,832 △111,859 24,455 △153,237 2,566,942 2,413,705 

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 

△65,832 △111,859 24,455 △153,237 2,566,942 11,215,730 

平成18年12月31日残高(千円) 674,060 △111,859 137,884 700,085 2,583,302 39,794,037 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

    

前連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 税金等調整前当期純利益  8,028,044 16,007,010

 ２ 買取債権回収益及び譲渡益  △289,236 △314,559

 ３ 自己投資による匿名組合損益  △1,488,431 △2,287,300

 ４ 貸倒引当金の増減額  △39,977 △9,800

 ５ 役員賞与引当金の増減額  ― 270,000

 ６ 退職給付引当金の増減額  4,551 2,508

 ７ 役員退職慰労引当金の増減額  27,589 24,370

 ８ 受取利息  △31,549 △63,503

 ９ 支払利息  607,094 1,223,488

 10 匿名組合損益分配額  175,257 474,522

 11 持分法による投資利益  △182,164 △170,849

 12 販売用不動産売却益  △2,301,653 △10,848,683

 13 投資有価証券売却益  △90,156 △20,297

 14 営業未収入金の増減額  △206,795 △246,196

 15 販売用不動産の取得による支出  △68,811,402 △86,082,640

 16 販売用不動産の売却による収入  40,398,814 92,544,103

 17 営業未払金の増減額  129,088 86,893

 18 買取債権の購入による支出  △1,154,951 △8,368,109

 19 買取債権の回収及び譲渡による収入  771,465 4,222,223

 20 匿名組合出資金の分配金受取による 

   収入 
※３ 12,756,307 6,453,846

 21 匿名組合出資金の拠出・購入による 

   支出 
※３ △12,484,400 △10,359,641

 22 匿名組合出資金の売却による収入 ※３ ― 700,000

 23 匿名組合出資預り金の受入による 

   収入 
 494,785 159,100

 24 匿名組合出資預り金の払戻による 

   支出 
 △588,731 △804,748

 25 役員賞与  △33,000 △99,940

 26 その他  1,334,529 336,221

    小計  △22,974,920 2,828,016

 27 利息及び配当金の受取額  26,170 57,784

 28 利息の支払額  △595,509 △1,349,217

 29 法人税等の支払額  △1,703,407 △4,436,857

   営業活動によるキャッシュ・フロー  △25,247,666 △2,900,273



  

  

    

前連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 有形固定資産の取得による支出   △35,373 △52,610

 ２ 有形固定資産の売却による収入   ― 6,329

 ３ 貸付けによる支出   △603,827 △948,295

 ４ 貸付金の回収による収入   499,431 143,002

 ５ 投資有価証券の取得による支出   △3,828,925 △5,377,148

 ６ 投資有価証券の売却による収入   108,085 28,680

 ７ 投資有価証券の有償減資による収入   83,500 17,250

 ８ 関係会社株式・出資金の 

取得による支出 
  △1,985,620 △2,090,029

 ９ 関係会社株式・出資金の 

売却による収入 
  93,944 86,770

 10 関係会社株式・出資金の 

減資による収入 
  7,000 ―

11 連結の範囲の変更を伴う子会社株式・ 

   出資金の取得 
※４ 4,762 △24,433

 12 連結の範囲の変更を伴う子会社 

   出資金の売却 
※２ 2,295 ―

 13 その他   △308,169 △684,285

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △5,962,897 △8,894,769

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 短期借入れによる収入   65,358,400 88,406,589

 ２ 短期借入金の返済による支出   △53,499,226 △82,520,529

 ３ 長期借入れによる収入   18,718,080 23,565,000

 ４ 長期借入金の返済による支出   △3,133,307 △25,127,743

 ５ 株式の発行による収入   13,720,982 278,461

 ６ 社債の発行による収入   6,277,873 26,616,803

 ７ 社債の償還による支出   △1,420,000 △1,786,000

 ８ 少数株主からの払込による収入   8,000 1,030,672

 ９ 少数株主への分配による支出 

 10 配当金の支払 
  

―

△118,225

△1,826,581

△352,946

   財務活動によるキャッシュ・フロー   45,912,577 28,283,726

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   113,428 14,871

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   14,815,441 16,503,555

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   4,365,707 19,178,342

Ⅶ 連結範囲変更に伴う現金及び現金 

同等物の増減額 
  △2,806 1,392,826

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 19,178,342 37,074,723

      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数      37社 

主要な連結子会社の名称 

パシフィック債権回収㈱ 

ケネディクス・アドバイザーズ

㈱ 

ケネディクス・リート・マネジ

メント㈱ 

ケネディクス・デベロップメン

ト㈱ 

ケイダブリュー・リアルティ㈲ 

ケイダブリュー・インベストメ

ント㈲ 

Kenedix Westwood, LLC 

他30社 

なお、Kenedix Westwood, LLC他10

社は新規設立により、㈲ケイダブ

リュー・プロパティー・ファイブ

他5社は重要性が増したため当連結

会計年度から連結の範囲に含める

ことといたしました。 

前連結会計年度において連結の範

囲に含めていた㈲カリスト・イン

ベストメントは、重要性が低下し

たことにより、また㈲山王ホール

ディングズは実質的に支配してい

ると認められなくなったことか

ら、当連結会計年度から持分法適

用の範囲に含めることといたしま

した。 

なお、ケイダブリュー・ペンショ

ンファンド・アドバイザーズ㈱及

びケイダブリュー・デベロップメ

ント㈱は当連結会計年度におい

て、それぞれケネディクス・アド

バイザーズ㈱及びケネディクス・

デベロップメント㈱に商号変更し

ております。 

(1) 連結子会社の数      65社 

主要な連結子会社の名称 

パシフィック債権回収㈱ 

ケネディクス・アドバイザーズ

㈱ 

ケネディクス・リート・マネジ

メント㈱ 

ケネディクス・デベロップメン

ト㈱ 

ケイダブリュー・リアルティ㈲ 

ケイダブリュー・インベストメ

ント㈲ 

Kenedix Westwood, LLC 

他58社 

なお、㈲ケイディーエックス・ス

リー他11社は新規設立により、㈲

KRF1他7社は重要性が増したため、

またケネディクス・プロパティー

㈱他1社は持分を取得したことによ

り、当連結会計年度から連結の範

囲に含めることといたしました。 

ヘキサ・プロパティーズ㈲他5社

は、実質的に支配していると認め

られることとなったため、当連結

会計年度から連結の範囲に含める

ことといたしました。 

  

  

  

  

  



  

  
  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  (2) 非連結子会社の数     15社 

非連結子会社の名称 

㈲ロック・エイ他14社 

(2) 非連結子会社の数     16社 

非連結子会社の名称 

㈲ロック・エイ他15社 

  連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）

等は各々小規模であり、全体とし

ても連結財務諸表に重要な影響を

及ぼさないためであります。 

連結の範囲から除いた理由 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の子会社数    4社 

会社名 

㈲ロック・エイ他3社 

なお、前連結会計年度まで持分法

適用の関連会社であった㈲ロッ

ク・エイ及び㈲ロック・ビーは当

連結会計年度に持分の全部を取得

したことにより、前連結会計年度

まで連結子会社であった㈲カリス

ト・インベストメントは重要性が

低下したことにより、持分法適用

の子会社となっております。 

また、前連結会計年度まで持分法

適用の子会社であった㈲ロック・

シー及び㈲ロック・ディーは重要

性が増したため当連結会計年度か

ら連結の範囲に含めることといた

しました。 

前連結会計年度まで持分法適用の

子会社であった㈲ケイアンドエフ

インベストメントは当連結会計年

度に持分の一部を譲渡したことに

より、持分法適用の関連会社とな

っております。 

(1) 持分法適用の子会社数   8社 

会社名 

㈲ロック・エイ他7社 

KD Sumisei Ⅰ, LLCは当連結会計

年度において設立したことによ

り、また、㈲ケイダブリュー・オ

フィス他3社は、当連結会計年度

に持分の全部を取得したことによ

り、㈲アールケイインベストメン

トワンは重要性が増したため持分

法適用の子会社となっておりま

す。 

また、前連結会計年度まで持分法

適用の子会社であった㈲プロテウ

ス・インベストメント他1社は重

要性が増したため、当連結会計年

度から連結の範囲に含めることと

いたしました。 

  



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  (2) 持分法適用の関連会社数  48社 

主要な会社名 

三井物産ロジスティクス・パート

ナーズ㈱ 

㈱アセット・ワン 

住宅流通㈱ 

ケイ・エー・キャピタル㈱ 

㈲ケイアンドエイインベストメント 

㈲ケイアンドビーインベストメント 

モデラート・キャピタル㈲ 

㈲山王ホールディングズ 

他40社 

(2) 持分法適用の関連会社数  75社 

主要な会社名 

三井物産ロジスティクス・パート

ナーズ㈱ 

㈱アセット・ワン 

住宅流通㈱ 

KW  Multi-Family  Management 

Group, Ltd. 

ケイ・エー・キャピタル㈱ 

㈲ケイアンドエイインベストメント 

㈲ケイアンドビーインベストメント 

モデラート・キャピタル㈲ 

他67社 

  なお、㈲スティルウォーター・イ

ンベストメントは持分の一部を取

得したことにより、また、㈲ケイ

アンドユーインベストメント他8社

は、新規設立したことにより、当

連結会計年度から持分法適用の範

囲に含めることといたしました。 

また、㈲山王ホールディングズ他2

社は、実質的に影響力を有してい

ると認められることから、当連結

会計年度から持分法適用の範囲に

含めることといたしました。 

前連結会計年度まで子会社であっ

た㈲ケイアンドエフインベストメ

ント及び㈲ケイアンドティーイン

ベストメントは当連結会計年度に

持分の一部を譲渡したため持分法

適用関連会社となっております。 

また、前連結会計年度まで持分法

適用の関連会社であった㈲ケイダ

ブリュー・プロパティー・セブン

は当連結会計年度に持分の全部を

取得し、重要性が増したため当連

結会計年度から連結子会社とな

り、㈲ロック・エー及び㈲ロッ

ク・ビーは当連結会計年度に持分

の全部を取得したことにより、持

分法適用の子会社となっておりま

す。 

また、㈲アール・ケイダブリュー

は重要性が低下したことにより、

当連結会計年度から持分法適用の

範囲から除外し、ジェイアールワ

ン・インベスターズ・エルエルシ

ーは当連結会計年度に解散してお

ります。 

なお、KW Multi-Family Management 

Group, Ltd.他15社は、新規設立した

ことにより、匿名組合ダイモス他14

社は、実質的に影響力を有している

と認められることから、当連結会計

年度から持分法適用の範囲に含める

ことといたしました。 

前連結会計年度まで子会社であった

㈲ケイアンドブイインベストメント

他1社は当連結会計年度に持分の一部

を譲渡したため持分法適用関連会社

となっております。 

また、前連結会計年度まで持分法適

用の関連会社であった㈲アイ・ケイ

ダブリュー・ツー他3社は、重要性が

増したため当連結会計年度から連結

子会社となっており、㈲インダスト

リアル・リート・エイト他1社は実質

的に影響力を有してるとは認められ

なくなったことにより、当連結会計

年度から持分法適用の範囲から除外

しております。 

  

  

  



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  (3) 持分法を適用しない非連結子会社

のうち主要な会社等の名称 

㈲ケイアンドブイインベストメン

ト他10社 

  

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ当

期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性が無いため、

持分法の適用から除外しておりま

す。 

(3) 持分法を適用しない非連結子会社

のうち主要な会社等の名称 

㈲ケイダブリュー・プロパティ・

エイト他7社 

  

持分法を適用しない理由 

同左 

  (4) 決算日の異なる持分法適用会社の

処理 

三井物産ロジスティクス・パート

ナーズ㈱、住宅流通㈱及び㈱アセ

ット・ワンについては、連結決算

日を基準として仮決算を実施して

おります。㈲ケイアンドエイイン

ベストメント他32社については、

当該会社の事業年度に係る中間財

務諸表を使用し、㈲山王ホールデ

ィングズ他2社については、当該

会社の事業年度の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、持分法適用

上必要な調整を行っております。 

  

(4) 決算日の異なる持分法適用会社の

処理 

持分法適用会社のうち、決算日が

連結決算日と異なるものの、当該

会社の決算日現在の財務諸表を使

用している会社の数は13社であり

ます。 

持分法適用会社のうち、連結決算

日または一定時点を基準とした仮

決算に基づく財務諸表を使用して

いる会社の数は60社であります。 

上記いずれの場合も、連結決算日

との間に生じた重要な取引につい

ては、持分法適用上必要な修正を

行っております。 

  



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、㈲ロック・デ

ィー他7社の決算日は11月30日で

あります。 

連結財務諸表を作成するにあたっ

ては、同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

なお、上記以外に決算日が連結決

算日と異なる連結子会社9社につ

いては、11月30日を基準として仮

決算を実施し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っており、

また決算日が連結決算日と異なる

連結子会社5社については、連結

決算日を基準として仮決算を実施

しております。 

連結子会社のうち、決算日が連結

決算日と異なるものの、差異が3

ヶ月を超えないため、当該子会社

の決算日現在の財務諸表を使用し

ている会社の数は28社でありま

す。 

連結子会社のうち、連結決算日ま

たは連結決算日から3ヶ月以内の

一定時点を基準とした仮決算に基

づく財務諸表を使用している会社

の数は20社であります。 

上記いずれの場合も、連結決算日

との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な修正を行って

おります。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価 

  法（評価差額は全部資本直入法に 

  より処理し、売却原価は移動平均 

  法により算定） 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

ただし匿名組合出資金は個別法に

よっており、詳細は「(8)ロ 匿

名組合出資金の会計処理」に記載

しております。 

イ 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価 

  法（評価差額は全部純資産直入法 

  により処理し、売却原価は移動平 

  均法により算定） 

  時価のないもの 

同左 

  

  ロ デリバティブ 

  時価法 

ロ デリバティブ 

同左 

  ハ たな卸資産 

販売用不動産（不動産信託受益権

を含む） 

個別法による原価法 

なお、当社グループが組成するフ

ァンドに組み入れることを目的と

して、一時的に取得するもの以外

のものについては減価償却を実施

しており、減価償却費を営業原価

に計上しております。また、当該

資産の主な耐用年数は39年～50年

であります。 

  

ハ たな卸資産 

販売用不動産（不動産信託受益

権を含む） 

同左 

  

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

定額法 

ただし、一部の連結子会社につい

ては定率法 

なお、主な耐用年数は以下の通り

です。 

建物      10年～15年 

器具及び備品  4年～15年 

イ 有形固定資産 

同左 

  

  ロ 無形固定資産 

  ソフトウェア 

  自社利用のソフトウェアについて 

  は利用可能期間（5年）に基づく 

定額法 

ロ 無形固定資産 

  ソフトウェア 

同左 

  

  ハ 長期前払費用 

  均等償却 

ハ 長期前払費用 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

 (3) 重要な繰延資産の処理

方法 

イ 新株発行費 

支出時に全額費用処理しておりま

す。 

イ 株式交付費 

同左 

  ロ 社債発行費 

支出時に全額費用処理しておりま

す。 

  

ロ 社債発行費 

同左 

 (4) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、買取債権及び貸倒懸

念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 
――――――――――― 

  

ロ 役員賞与引当金 

役員に対する賞与支給に充てるた

め、支給見込額の当連結会計年度

負担額を計上しております。 

  ハ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務見込額に基づき計上してお

ります。 

ハ 退職給付引当金 

同左 

  ニ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

  

ニ 役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務については、連結

決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、為替差額は損益として処理して

おります。 

なお、在外子会社等の資産、負債、収

益及び費用は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は

資本の部における為替換算調整勘定に

含めております。 

外貨建金銭債権債務については、連結

決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、為替差額は損益として処理して

おります。 

なお、在外子会社等の資産、負債、収

益及び費用は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定

に含めております。 

 (6) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

  

同左 



    

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  (7) 重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

なお、金利スワップの特例処理の

対象となる取引については、特例

処理を適用しております。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引、

外貨建金銭債務、

通貨スワップ、為

替予約 

ヘッジ対象…借入金、在外子会社

等に対する投資へ

の持分 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

  

  

  

ヘッジ対象…同左 

  ハ ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限規

定等を定めた内部規定に基づき、

ヘッジ対象に係る為替相場変動リ

スク及び金利変動リスクを一定の

範囲内でヘッジしております。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象及びヘッジ手段につい

て、それぞれの相場変動又はキャ

ッシュ・フロー総額の変動額を比

較し、両者の変動額を基準にして

検証しておりますが、ヘッジ手段

とヘッジ対象に関する重要な条件

が同一であり、かつヘッジ開始時

及びその後も継続して、相場変動

又はキャッシュ・フロー変動を完

全に相殺するものと想定すること

ができる場合や、特例処理の適用

が可能なものについては、検証を

省略しております。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (8) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。ただし、資産に

係る控除対象外消費税等は発生事

業年度の期間費用としています。 

イ 消費税等の会計処理 

同左 

  

  ロ 匿名組合出資金の会計処理 

匿名組合出資を行うに際して、匿

名組合の財産の持分相当額を「投

資有価証券」として計上しており

ます。 

匿名組合への出資時に「投資有価

証券」を計上し、匿名組合が獲得

した純損益の持分相当額について

は、「営業収益」に計上するとと

もに同額を「投資有価証券」に加

減し、営業者からの出資金の払い

戻しについては、「投資有価証

券」を減額させております。 

ロ 匿名組合出資金の会計処理 

匿名組合出資を行うに際して、匿

名組合の財産の持分相当額を「投

資有価証券」として計上しており

ます。 

匿名組合への出資時に「投資有価

証券」を計上し、匿名組合が獲得

した純損益の持分相当額（関連会

社である匿名組合に係るものを含

む）については、「営業収益」に

計上するとともに同額を「投資有

価証券」に加減し、営業者からの

出資金の払い戻しについては、

「投資有価証券」を減額させてお

ります。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  ハ 匿名組合出資預り金の会計処理 

当社の連結子会社は匿名組合の営

業者としての業務を受託しており

ます。匿名組合の財産は、営業者

に帰属することから、匿名組合の

全ての財産及び損益は、連結財務

諸表に含め、総額にて表示してお

ります。 

匿名組合出資者からの出資金受入

れ時に「匿名組合出資預り金」を

計上し、匿名組合が獲得した純損

益の出資者持分相当額について

は、税金等調整前当期純利益の直

前の「匿名組合損益分配額」に計

上するとともに同額を「匿名組合

出資預り金」に加減し、出資金の

払い戻しについては、「匿名組合

出資預り金」を減額させておりま

す。 

ハ 匿名組合出資預り金の会計処理 

当社の連結子会社は匿名組合の営

業者としての業務を受託しており

ます。匿名組合の財産は、営業者

に帰属することから、匿名組合の

全ての財産及び損益は、連結財務

諸表に含め、総額にて表示してお

ります。 

匿名組合出資者からの出資金受入

れ時に「匿名組合出資預り金」を

計上し、匿名組合が獲得した純損

益の出資者持分相当額について

は、税金等調整前当期純利益の直

前の「匿名組合損益分配額」に計

上するとともに同額を「匿名組合

出資預り金」に加減し、出資金の

払い戻しについては、「匿名組合

出資預り金」を減額させておりま

す。 

なお、連結対象となった匿名組合

における当社グループ以外の匿名

組合員の出資持分は「少数株主持

分」とし、当社グループ以外の匿

名組合員への損益分配額は「少数

株主利益」として計上しておりま

す。 

  ニ  不動産を信託財産とする信託受益

権に関する会計処理 

保有する不動産を信託財産とする

信託受益権につきましては、信託

財産内の全ての資産及び負債並び

に信託財産に生じた全ての収益、

費用及びキャッシュ・フローにつ

いて、連結貸借対照表、連結損益

計算書及び連結キャッシュ・フロ

ー計算書の該当勘定科目に計上し

ております。 

ニ 不動産等を信託財産とする信託受

益権に関する会計処理 

同左 

  

  ホ 買取債権の会計処理 

買取債権の代金回収に際しては、 

個別債権毎に回収代金を買取債権 

の取得価額より減額し、個別債権 

毎の回収代金が取得価額を超過し 

た金額を純額で収益計上しており 

ます。 

ホ 買取債権の会計処理 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  へ 販売用不動産の売却時の会計処理 

販売用不動産については、売却時

に売却収入と売却原価を相殺した

売却損益の純額を「営業収益」に

計上しております。 

  

へ 販売用不動産の売却時の会計処理 

同左 

  

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

当連結会計年度において発生した連結

調整勘定は、金額少額につき、一括償

却しております。 

  

―――――――――――― 

  

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 
―――――――――――― 

  

当連結会計年度において発生したのれ

んは、金額少額につき、一括償却して

おります。 

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。 

―――――――――――― 

  

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び信

託預金並びに容易に換金可能であり、

かつ、価値変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなっ

ております。 

同左 



(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  

―――――――――――――― 
  

（役員賞与に関する会計基準） 

役員賞与については、従来は株主総会決議による利益

処分により、未処分利益の減少として処理しておりま

したが、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第4号）を適用し、役員賞与の支給見込額の

当連結会計年度負担額を役員賞与引当金として計上す

る方法に変更いたしました。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益が270,000千円減少してお

ります。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。 

  

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

等の一部改正） 

当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基

準適用指針第8号）、改正後の「自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 

最終改正平成18年8月11日 企業会計基準第1号）及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18

年8月11日 企業会計基準適用指針第2号）を適用して

おります。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、37,322,595

千円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度は、改正後の連結財務諸表規則により作成しており

ます。 

  

  （連結の範囲に関する変更） 

当連結会計年度より、「投資事業組合に対する支配力

基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年9月8日 実務対応報

告第20号）を適用しております。これにより、従来、

関連会社としていた匿名組合山王ホールディングズ及

び匿名組合南青山ホールディングス、また、従来、関

係会社として位置づけていなかった匿名組合オストマ

ックスを当連結会計年度より、連結の範囲に含めるこ

ととし、従来、関係会社として位置づけていなかった

匿名組合ケイダブリューオー・フォース他12の匿名組

合を関連会社といたしました。 

  



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  なお、従来、関連会社としていた㈲インダストリア

ル・リート・エイト他1社は、同報告に照らして、実質

的に影響力が認められないため、当連結会計年度から

関係会社ではなくなっております。 

また、連結対象である匿名組合における当社グループ

以外の匿名組合員の出資持分を「少数株主持分」と

し、当社グループ以外の匿名組合員への損益分配額を

「少数株主利益」として計上しております。 

この変更により、総資産が11,973,195千円、負債が

9,635,717千円、純資産が2,337,477千円、営業収益が

2,192,749千円、営業利益が384,290千円、経常利益が

239,020千円、税金等調整前当期純利益が314,030千円

増加し、当期純利益が81,781千円減少しております。 

また、この変更により、連結範囲変更に伴う現金及び

現金同等物の増減額が1,008,340千円増加し営業活動に

よるキャッシュ・フローが4,791,852千円減少し、財務

活動によるキャッシュ・フローが4,452,279千円増加

し、現金及び現金同等物の期末残高が668,768千円増加

しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。 

また、この変更が当下期に行われたのは、当下期にお

いて同報告第20号が公表されたことによるものであり

ます。 

従って、当中間連結会計期間は従来の方法によってお

り、当中間連結会計期間末は、変更後の方法に比べ、

総資産が14,929,529千円、負債が12,478,993千円、純

資産が2,450,536千円少なく計上されております。ま

た、当中間連結会計期間は、変更後の方法に比べ、営

業収益が1,184,274千円、営業利益が311,149千円、経

常利益が225,343千円、税金等調整前中間純利益が

661,731千円少なく、中間純利益が34,001千円多く計上

されております。 

また、変更後の方法によった場合、当中間連結会計期

間は、連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額が1,008,340千円増加し営業活動によるキャッシュ・

フローが4,552,130千円減少し、財務活動によるキャッ

シュ・フローが4,460,684千円増加し、現金及び現金同

等物の中間期末残高が916,895千円増加します。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。 

  



(表示方法の変更) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において区分掲記されていた販売費及び

一般管理費の「業務援助料」（当連結会計年度29,782千

円）は、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度に

おいては販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表

示しております。 

（連結貸借対照表） 

当連結会計年度において、会社法及び会社法の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律が施行され、旧有限会

社法に規定する有限会社に対する出資持分が有価証券と

みなされることとなったことから、前連結会計年度まで

投資その他の資産の「出資金」に含めて表示しておりま

した有限会社に対する出資持分は、当連結会計年度より

投資その他の資産の「投資有価証券」として表示してお

ります。 

なお、当連結会計年度末の「投資有価証券」に含めた特

例有限会社に対する出資持分は200,319千円でありま

す。 
  

  



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(平成18年12月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

(1) 非連結子会社に対する出資金 

(2) 関連会社の株式 

(3) 関連会社に対する出資金 

(4) 関連会社に対する匿名組合出資金 

(5) 非連結子会社に対する匿名組合出資金 

 出資金 56,218千円

 投資有価証券 474,743千円

 出資金 2,121,504千円

 投資有価証券 2,695,629千円

 投資有価証券 14,865千円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

(1) 非連結子会社に対する出資金 

(2) 非連結子会社の株式 

(3) 関連会社の株式 

(4) 関連会社に対する匿名組合出資金 

  

 出資金 

 投資有価証券 

5,850千円

2,000千円

 投資有価証券 44,061千円

 投資有価証券 1,649,003千円

 投資有価証券 3,694,794千円

   

※２ 担保提供資産及び対応債務 

(1) 担保提供資産 

信託預金 334,484千円

たな卸資産 35,398,017千円

※２ 担保提供資産及び対応債務 

(1) 担保提供資産 

信託預金 1,692,811千円

たな卸資産 39,922,521千円

(2) 対応債務 

なお、関連会社に対する長期貸付金24,000千円、

出資金24,464千円を当該関連会社の借入金

1,883,289千円の担保に提供しております。 

短期借入金 26,714,000千円

長期借入金 6,490,000千円

(2) 対応債務 

なお、関係会社等に対する長期貸付金797,983千

円、出資金98,239千円を当該関係会社の借入金

17,630,668千円の担保に提供しております。 

短期借入金 29,561,000千円

1年内返済予定

長期借入金 
1,400,000千円

長期借入金 3,960,000千円

(3) 責任財産限定型債務（ノンリコースローン）に

対する担保提供資産 

① 担保提供資産 

② 対応債務 

本債務は、上記①の担保提供資産を含むケイ・エ

ー・プロパティーズ㈲他6社を対象に融資された

もので、返済は同社の保有資産の範囲内に限定さ

れるものであります。 

信託預金 1,263,569千円

たな卸資産 13,592,694千円

短期借入金 512,000千円
長期借入金 10,537,508千円

(3) 責任財産限定型債務（ノンリコースローン）に

対する担保提供資産 

① 担保提供資産 

② 対応債務 

本債務は、上記①の担保提供資産を含むケイ・エ

ー・プロパティーズ㈲他12社を対象に融資された

もので、返済は同社の保有資産の範囲内に限定さ

れるものであります。 

信託預金 2,869,029千円

たな卸資産 37,354,719千円

短期借入金 4,025,000千円
1年内返済予定
長期借入金 

9,838,600千円

長期借入金 15,776,825千円

※３ 連結貸借対照表に計上されている買取債権のう

ち、26,441千円は、金融機関等が所有していた原

債務者に対する貸付金をパーティシペーション方

式により当社グループが購入したものでありま

す。また、パーティシペーション方式により、当

社グループが参加者に売却したものとして会計処

理した買取債権の期末残高の総額は、9,498千円

であります。 

※３ 連結貸借対照表に計上されている買取債権のう

ち、16,260千円は、金融機関等が所有していた原

債務者に対する貸付金をパーティシペーション方

式により当社グループが購入したものでありま

す。また、パーティシペーション方式により、当

社グループが参加者に売却したものとして会計処

理した買取債権の期末残高の総額は、2,399千円

であります。 



  

  

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(平成18年12月31日) 

※４ 取引銀行との間に当座貸越契約及び貸出コミット

メントライン契約を締結しており、当該契約に基

づく当連結会計年度末借入未実行残高は次のとお

りであります。 

  (1) 当座貸越契約 

  (2) 貸出コミットメントライン契約 

当座貸越契約の総額 4,056,000千円

借入実行残高 2,379,200千円

差引額 1,676,800千円

貸出コミットメントの総額 35,100,000千円

借入実行残高 20,200,000千円

差引額 14,900,000千円

※４ 取引銀行との間に当座貸越契約及び貸出コミット

メントライン契約を締結しており、当該契約に基

づく当連結会計年度末借入未実行残高は次のとお

りであります。 

  (1) 当座貸越契約 

  (2) 貸出コミットメントライン契約 

当座貸越契約の総額 3,980,000千円

借入実行残高 724,260千円

差引額 3,255,740千円

貸出コミットメントの総額 56,700,000千円

借入実行残高 26,511,000千円

差引額 30,189,000千円

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式282,357株で

あります。 

※５  
―――――――――――――― 

  

６  
―――――――――――――― 

  

６ 停止条件付債権売付契約 

当社グループは、一定条件に該当した場合に、他

社が組成したファンドのメザニンローン債権を取

得する内容の停止条件付債権売付契約を締結して

おります。本契約により、当社グループは契約締

結対価として手数料収入を得る一方で、金融機関

のプットオプションの行使により、メザニンロー

ンを取得する義務を負いますが、これにより担保

不動産に係る売却指図権を得ることになり、担保

不動産の処分により債権を回収する以外に、当社

グループまたは当社グループが組成するファンド

において、対象不動産を取得することが可能とな

ります。 

当社グループが、当連結会計年度末現在、締結し

ている停止条件付債権売付契約における対象債権

金額は8,000,000千円であります。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※１ 営業収益に含まれている販売用不動産の売却損益

（純額）の相殺前の売却収入と売却原価は以下の

通りであります。 

  

売却収入 40,398,814千円

売却原価 38,097,160千円

売却損益 2,301,653千円

※１ 営業収益に含まれている販売用不動産の売却損益

（純額）の相殺前の売却収入と売却原価は以下の

通りであります。 

  

売却収入 92,544,103千円

売却原価 81,695,420千円

売却損益 10,848,683千円

※２ 営業外費用に計上されている「支払手数料」に

は、取引銀行との間に設定されたコミットメント

ラインにかかるアレンジメントフィー、エージェ

ントフィーならびにコミットメントフィー等の手

数料を計上しております。 

※２  

同左 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)1 普通株式の発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使による新株の発行によるものであります。 

2 持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分 87株 

  

  
  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
  
  

次へ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

発行済株式         

普通株式(株)  (注)1 282,357 3,132 － 285,489 

合計 282,357 3,132 － 285,489 

自己株式         

普通株式(株)  (注)2 － 87 － 87 

合計 － 87 － 87 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 

1株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年3月23日 

定時株主総会 
普通株式 352,946 1,250 

平成17年 

12月31日 

平成18年 

3月24日 

決議 株式の種類 配当の原資 

配当金の 

総額 

(千円) 

1株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年3月27日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 856,467 3,000 

平成18年 

12月31日 

平成19年 

3月28日 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 (注)テナントから預っている敷金保証金の返還のた

めに留保されている信託預金等 

現金及び預金勘定 18,658,721 千円

信託預金 1,632,013  

計 20,290,734  

使途制限付信託預金（注） △1,112,392  

現金及び現金同等物 19,178,342 千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 (注)テナントから預っている敷金保証金の返還のた

めに留保されている信託預金等 

現金及び預金勘定 34,390,919 千円

信託預金 4,821,714  

計 39,212,634  

使途制限付信託預金（注） △2,137,910  

現金及び現金同等物 37,074,723 千円

  

※２ 出資金の売却により連結子会社でなくなった会社

の資産及び負債の内訳 

   出資金の売却により連結子会社でなくなった㈲カ

リスト・インベストメントを連結の範囲から除外

したことに伴う連結除外時の資産及び負債の内訳

並びに上記連結子会社の出資金の売却価額と「連

結の範囲の変更を伴う子会社出資金の売却」との

関係は次のとおりであります。 

  

  

現金及び預金勘定 872 千円

前渡金 415,000  

その他 1,212  

資産合計 417,084  

匿名組合出資預り金 303,126  

その他 124  

負債合計 303,251  

 合計 113,833  

上記のうち出資金売却に伴う当社

持分減少額 
3,167  

連結子会社の出資金の売却価額 3,167  

連結子会社の現金及び現金同等物 872  

差引：連結の範囲の変更を伴う子
会社出資金の売却による資
金の増加 

2,295 千円

  

※２  

―――――――――――――― 

  

※３ 匿名組合出資金は、連結貸借対照表上「投資有価

証券」として計上しております。 

※３  

同左 

  



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※４ 出資金の取得により新たに連結子会社となった会

社の資産及び負債の主な内訳 

出資金の取得により㈲ケイダブリュー・プロパテ

ィー・セブンを新たに連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳並びに出資金の取得価

額と取得のための支出（純額）との関係は次の通

りであります。 

現金及び預金勘定 7,902 千円

その他 0  

資産合計 7,902  

営業未払金 2,269  

その他 3,216  

負債合計 5,486  

 合計 2,416  

連結調整勘定 723  

連結子会社の出資金の取得価額 3,139  

連結子会社の現金及び現金同等物 7,902  

差引：連結の範囲の変更を伴う子
会社出資金の取得による増
加 

4,762 千円

※４ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得によりケネディクス・プロパティー㈱

を新たに連結したことに伴う連結開始時の資産及

び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得のため

の支出（純額）との関係は次の通りであります。 

  

  

現金及び預金勘定 5,566 千円

その他 600  

資産合計 6,166  

未払法人税等 150  

その他 118  

負債合計 268  

 合計 5,898  

のれん 24,101  

連結子会社の株式の取得価額 30,000  

連結子会社の現金及び現金同等物 5,566  

差引：連結の範囲の変更を伴う子
会社株式の取得による減少 

△24,433 千円



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年12月31日) 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 

  

(2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

(3) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成17年12月31日) 

その他有価証券 

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース取引は重要性が低いため注記を省略しておりま

す。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

同左 

      (単位：千円) 

種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(1)株式 

(2)債券 

(3)その他 

778,543 

－ 

2,650,282 

1,805,985 

－ 

2,870,342 

1,027,441 

－ 

220,060 

計 3,428,825 4,676,327 1,247,501 

    (単位：千円) 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

108,085 90,156 － 

  (単位：千円) 

種類 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 304,650 

優先出資証券 160,250 

匿名組合出資金 7,575,005 

計 8,039,905 



当連結会計年度(平成18年12月31日) 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

  

(2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

(3) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年12月31日) 

その他有価証券 

  

次へ 

      (単位：千円) 

種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1)株式 

(2)債券 

(3)その他 

  

  

176,305 

－ 

5,016,729 

  

  

290,072 

－ 

6,161,418 

  

  

113,767 

－ 

1,144,688 

小計 5,193,034 6,451,490 1,258,455 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1)株式 

(2)債券 

(3)その他 

  

  

1,756,417 

－ 

－ 

  

  

1,634,465 

－ 

－ 

  

  

△121,951 

－ 

－ 

小計 1,756,417 1,634,465 △121,951 

合計 6,949,451 8,085,955 1,136,504 

    (単位：千円) 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

28,680 20,297 139 

  (単位：千円) 

種類 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 471,650 

優先出資証券 1,824,000 

匿名組合出資金 5,481,689 

計 7,777,339 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

(1) 取引の内容 

   当社及び連結子会社の利用しているデリバティブ

取引は、金利キャップ取引、金利スワップ取引、通

貨スワップ及び為替予約取引であります。 

(1) 取引の内容 

同左 

(2) 取引に対する取組方針 

   当社及び連結子会社のデリバティブ取引は、将来

の借入金の金利変動リスク及び為替相場変動リスク

を回避することを目的としており、投機的な取引は

行わない方針であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引の利用目的 

当社及び連結子会社のデリバティブ取引は、将

来の借入金利等の金利市場における利率上昇によ

る変動リスクや、外貨建取引の為替相場の変動リ

スクを回避する目的で利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。 

イ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引、外貨建金銭

債務、通貨スワップ、為替予約 

ヘッジ対象…借入金、在外子会社等に対する

投資への持分 

ロ ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限規定等を定めた

内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場変

動リスク及び金利変動リスクを一定の範囲内でヘ

ッジしております。 

ハ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象及びヘッジ手段について、それぞれ

の相場変動又はキャッシュ・フロー総額の変動額

を比較し、両者の変動額を基準にして検証してお

りますが、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要

な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその

後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー

変動を完全に相殺するものと想定することができ

る場合や、特例処理の適用が可能なものについて

は、検証を省略しております。 

(3) 取引の利用目的 

同左 

  

  

  

  

  

イ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

  

ヘッジ対象…同左 

  

ロ ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

ハ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

(4) 取引に係るリスクの内容 

   金利キャップ取引及び金利スワップ取引は、金利

変動のリスク、為替予約取引及び通貨スワップ取引

は為替相場の変動リスクを有しております。 

   ただし、借入金の金利変動のリスク及び為替相場

の変動リスクを効果的に相殺するものであり、これ

らの取引に関するリスクは重要なものではありませ

ん。 

   また、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高

い国内の金融機関であるため、相手方不履行による

リスクはほとんどないと認識しております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

同左 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

   当社及び連結子会社のデリバティブ取引の執行・

管理については、社内ルールに従い、担当取締役の

承認を得て行っております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

(注) １ 時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 契約額等は、取引相手方との実際の取引金額を表す数字ではないため、デリバティブ取引に係る市場リスク量を示すもの

ではありません。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

前へ   次へ 

区分 種類 

前連結会計年度末

(平成17年12月31日) 
当連結会計年度末 
(平成18年12月31日) 

契約額等 
(千円) 

契約額等の
うち１年超 
(千円) 

時価
(千円) 

評価損益
(千円) 

契約額等
(千円) 

契約額等のう
ち１年超 
(千円) 

時価 
(千円) 

評価損益
(千円) 

市場取引 
以外の取引 

              

金利キャップ取引                 

              

買建 3,000,000 3,000,000 19,869 △67,630 17,187,000 17,187,000 210,976 155,498 

              

合計 3,000,000 3,000,000 19,869 △67,630 17,187,000 17,187,000 210,976 155,498 



(税効果会計関係) 

  

  

 (退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(平成18年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

  内訳 

(1) 繰延税金資産（流動） 

  

  

  

  

(2) 繰延税金資産（固定） 

  

(3)繰延税金負債（固定） 

  

 未払事業税 224,441千円

 未実現利益の消去 118,144 

 支払手数料否認 32,259 

 貸倒引当金限度超過額 6,812 

繰延税金資産（流動）合計 381,658千円

 役員退職慰労引当金否認 56,986千円

 未実現利益の消去 30,453 

 連結子会社の繰越欠損金 30,248 

 その他 6,104 

繰延税金資産（固定）小計 123,793 

評価性引当額 △30,248 

繰延税金負債（固定）との相殺 △63,090 

繰延税金資産（固定）合計 30,453千円

 投資有価証券評価差額金 507,608 

繰延税金負債（固定）小計 507,608 

繰延税金資産（固定）との相殺 △63,090 

繰延税金負債（固定）合計 444,517千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

  内訳 

(1) 繰延税金資産（流動） 

  

(2) 繰延税金資産（固定） 

  

  

(3)繰延税金負債（固定） 

  

 未払事業税 391,376千円

 未実現利益の消去 174,887 

 連結子会社の繰越欠損金 27,673 

 その他 13,257 

繰延税金資産（流動）小計 607,193 

 評価性引当額 △27,697 

繰延税金資産（流動）合計 579,496千円

 未実現利益の消去 84,974千円

 繰延ヘッジ損益 76,741 

 役員退職慰労引当金否認 66,902 

 その他 7,706 

繰延税金資産（固定）小計 236,325 

繰延税金負債（固定）との相殺 △158,889 

繰延税金資産（固定）合計 77,435千円

 投資有価証券評価差額金 462,443 

繰延税金負債（固定）小計 462,443 

繰延税金資産（固定）との相殺 △158,889 

繰延税金負債（固定）合計 303,554千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
  
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税率の100分の5以下である

ため、記載を省略しております 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
  
         同左 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 制度の概要 

退職一時金制度を設けております。 

１ 制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 

３ 退職給付費用に関する事項 

退職給付債務及び退職給付費用の算定は簡便法によ

っております。 

 退職給付債務 10,791千円

 退職給付引当金 10,791千円

 勤務費用 5,480千円

 退職給付費用合計 5,480千円

２ 退職給付債務に関する事項 

 退職給付債務 13,299千円

 退職給付引当金 13,299千円

３ 退職給付費用に関する事項 

退職給付債務及び退職給付費用の算定は簡便法によ

っております。 

 勤務費用 8,118千円

 退職給付費用合計 8,118千円



(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

  

  

  

  

  

会社名 提出会社 

決議年月日 平成15年3月27日定時株主総会 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役4名 当社従業員24名 当社外部コンサルタント2名 

株式の種類及び付与数(注) 普通株式 6,120株 

付与日 平成15年5月30日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成17年4月1日から平成20年3月31日まで 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成15年3月27日定時株主総会 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員2名 当社外部コンサルタント1名 

株式の種類及び付与数(注) 普通株式 990株 

付与日 平成15年10月9日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成17年4月1日から平成20年3月31日まで 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成16年3月25日定時株主総会 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役4名 当社従業員33名 当社外部コンサルタント1名 

株式の種類及び付与数(注) 普通株式 4,980株 

付与日 平成16年10月1日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成18年4月1日から平成21年3月31日まで 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成17年3月24日定時株主総会 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役5名 当社従業員52名 当社子会社取締役1名 当社子会社従業

員3名 当社外部コンサルタント2名 

株式の種類及び付与数(注) 普通株式 4,890株 

付与日 平成17年9月28日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成19年4月1日から平成22年3月31日まで 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成17年3月24日定時株主総会 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員9名 当社子会社従業員1名 



(注)ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 

  

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数 

(注)ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 

  

②単価情報 

  

  

  

  

前へ     

株式の種類及び付与数(注) 普通株式 110株 

付与日 平成18年3月16日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成19年4月1日から平成22年3月31日まで 

付与日 
平成15年 

5月30日 

平成15年 

10月9日 

平成16年 

10月1日 

平成17年 

9月28日 

平成18年 

3月16日 

権利確定前(株)           

前連結会計年度末 － － － － － 

付与 － － － － 110 

失効 － － － － － 

権利確定 － － － － 110 

未確定残 － － － － － 

権利確定後(株)           

前連結会計年度末 4,329 660 4,980 4,890 － 

権利確定 － － － － 110 

権利行使 2,007 330 795 － － 

失効 － － － － － 

未行使残 2,322 330 4,185 4,890 110 

付与日 
平成15年 

5月30日 

平成15年 

10月9日 

平成16年 

10月1日 

平成17年 

9月28日 

平成18年 

3月16日 

権利行使価格(円) 58,946 108,388 160,042 390,000 645,593 

行使時平均株価(円) 594,765 594,997 563,482 － － 

付与日における公正な評価

単価(円) 
－ － － － － 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 
（単位：千円） 

  

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 
（単位：千円） 

(注) １ 事業区分の方法 

当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 不動産投資アドバイザリー事業…不動産売買の仲介、不動産投資の案件発掘及び投資実行のコンサルティング、自己勘

定による不動産投資 

(2) アセットマネジメント事業………不動産の管理、投資対象物件の価値上昇のためのコンサルティング 

(3) 債権投資マネジメント事業………債権売買の仲介、債権投資の案件発掘及び投資実行のコンサルティング及び自己勘定

による債権投資 

  
不動産投資 
アドバイザリ 
ー事業 

アセット
マネジメント
事業 

債権投資
マネジメント
事業 

計
  

消去 
又は全社 

連結 
  

Ⅰ 営業収益及び営業損益             

 (1) 外部顧客に対する 

   営業収益 
8,189,702 4,512,973 1,255,846 13,958,522 － 13,958,522 

 (2) セグメント間の内部 

   営業収益又は振替高 
－ － － － － － 

計 8,189,702 4,512,973 1,255,846 13,958,522 － 13,958,522 

  営業費用 2,381,662 1,143,168 673,897 4,198,728 619,282 4,818,010 

  営業利益 5,808,039 3,369,805 581,949 9,759,794 (619,282) 9,140,511 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

  資本的支出 
            

  資産 74,619,753 4,725,464 3,181,630 82,526,848 13,066,836 95,593,684

  減価償却費 3,430 11,259 3,941 18,631 4,200 22,831

  資本的支出 4,127 8,025 23,257 35,410 2,016 37,426

  
不動産投資 
アドバイザリ 
ー事業 

アセット
マネジメント
事業 

債権投資
マネジメント
事業 

計
  

消去 
又は全社 

連結 
  

Ⅰ 営業収益及び営業損益             

 (1) 外部顧客に対する 

   営業収益 
21,253,016 4,481,249 1,309,996 27,044,262 － 27,044,262 

 (2) セグメント間の内部 

   営業収益又は振替高 
－ 773,808 － 773,808 (773,808) － 

計 21,253,016 5,255,057 1,309,996 27,818,070 (773,808) 27,044,262 

  営業費用 5,832,166 1,908,478 756,463 8,497,107 (89,912) 8,407,195 

  営業利益 15,420,850 3,346,579 553,533 19,320,963 (683,896) 18,637,067 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

  資本的支出 
            

  資産 117,827,607 8,676,746 7,493,886 133,998,240 24,149,351 158,147,591

  減価償却費 3,497 15,096 5,507 24,101 3,601 27,702

  資本的支出 10,002 36,363 3,547 49,913 5,891 55,805



３ 前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

619,282千円及び683,896千円であり、その主なものは、当社の管理部門に係る費用であります。 

４ 前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は13,066,836千円及

び24,149,351千円であり、その主なものは、当社における余資運用資金（現金及び預金）であります。 

５ (連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更)に記載の通り、当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第4号）を適用しております。この変更に伴い、従来の

方法によった場合と比較して、不動産投資アドバイザリー事業については、営業利益は35,345千円、アセットマネジメン

ト事業については、156,313千円、債権投資マネジメント事業については、28,018千円、消去又は全社については50,322

千円、多く計上されております。 

また、当連結会計年度より、「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業

会計基準委員会 平成18年9月8日 実務対応報告第20号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場

合と比較して、不動産投資アドバイザリー事業については、営業収益は2,338,563千円、営業利益は530,105千円、多く計

上されており、アセットマネジメント事業については、外部顧客に対する営業収益は145,814千円少なく、セグメント間

の内部営業収益は同額、多く計上されております。 

なお、この変更が当下期に行われたのは、当下期において同報告第20号が公表されたことによるものであります。 

従って、当中間連結会計期間は従来の方法によっており、当中間連結会計期間は、変更後の方法に比べ、不動産アドバイ

ザリー事業については、営業収益は1,295,309千円、営業利益は422,184千円、少なく計上されており、アセットマネジメ

ント事業については、外部顧客に対する営業収益は111,034千円多く、セグメント間の内部営業収益は同額、少なく計上

されております。 

６ 連結子会社の一部は、匿名組合の営業者としての業務を受託しております。匿名組合の財産は、営業者に帰属するため、

当該匿名組合にかかわる、営業収益、営業費用、総資産は、連結財務諸表に含めて表示され、匿名組合員への損益の分配

は、匿名組合損益分配前税金等調整前当期純利益より控除し、控除後の金額を税金等調整前当期純利益として表示してお

ります。なお、前連結会計年度及び当連結会計年度における事業の種類別セグメント別の匿名組合損益分配額は以下のと

おりであります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

（単位：千円） 

  

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

（単位：千円） 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、全セグメントの売上高合計及び全セグメントの資産の合計額

に占める日本の割合がいずれも90%を超えているため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、記

載を省略しております。 

  

不動産投資 

アドバイザリ 

ー事業 

アセット 

マネジメント

事業 

債権投資 

マネジメント

事業 

計 

  

消去
又は全社 

連結 

  

匿名組合損益分配額 167,057 － 8,200 175,257 － 175,257 

  

不動産投資 

アドバイザリ 

ー事業 

アセット 

マネジメント

事業 

債権投資 

マネジメント

事業 

計 

  

消去
又は全社 

連結 

  

匿名組合損益分配額 443,857 － 30,664 474,522 － 474,522 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

１ 子会社等 
  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 議決権の所有割合は100%でありますが、重要性が低いため持分法適用の子会社としております。 

  

  

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 
  

該当事項はありません。 

  

  

属性 会社等 
の名称 住所 出資金

(千円)
事業の内容 

議決権等の
所有割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引 
金額 
(千円) 

科目 期末残高
(千円) 役員の

兼任等
事業上の
関係 

子会社 ㈲カリスト・
インベストメ
ント 

東京都港区 3,000 不動産投資
を目的とし
た匿名組合
の営業者 

所有 
 直接100
（注）1 

なし 当社へ不動産
のアセットマ
ネジメントを
委 託 し、匿 名
組合契約を締
結 

匿名組合契
約に基づく
分配 
  

9,405,580 
  
  

投資有 
価証券 

14,865
 

匿名組合契
約に基づく
出資 
  

8,910,000 
  



(１株当たり情報) 

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額 100,815円44銭 130,380円08銭 

１株当たり当期純利益金額 18,326円81銭 31,750円48銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
17,734円92銭 30,625円34銭 

  

 当社は、平成17年2月21日付で株式1

株につき3株の株式分割を行ってお

ります。 

 当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前連結会計年度にお

ける1株当たり情報については以下

のとおりであります。 

 1株当たり純資産額   39,586円22銭 

 1株当たり当期純利益  7,246円40銭 

 潜在株式調整後1株当たり 

 当期純利益          6,909円71銭 

  

  
前連結会計年度末

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度末 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額

（千円） 
― 39,794,037 

普通株式に係る純資産額（千円）   37,210,735 

差額の主な内訳（千円）     

 少数株主持分 ― 2,583,302 

普通株式の発行済株式数（株） ― 285,489 

普通株式の自己株式数（株） ― 87 

1株当たり純資産額の算定に用いられた普

通株式の数（株） 
― 285,402 



  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

  
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 4,757,022 9,015,646 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

（千円） 
    

 利益処分による役員賞与金 96,000 ― 

普通株主に帰属しない金額（千円） 96,000 ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 4,661,022 9,015,646 

普通株式の期中平均株式数（株） 254,328 283,953 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額 
    

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加数（株） 8,488 10,432 

（うち旧商法に基づき発行された新株引

受権付社債の新株引受権に係る増加数） 
(128) (―) 

（うち旧商法第280条ノ19の規定に基づき

付与された新株引受権に係る増加数） 
(95) (―) 

（うち新株予約権に係る増加数） (8,265) (8,226) 

（うち転換社債型新株予約権付社債に係

る増加数） 
(―) (2,206) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後1株当たり当期純利益の算定に含まれ

なかった潜在株式の概要 

― 

平成18年新株予約権（ストックオ

プション）110株については、希

薄化効果を有していないため、潜

在株式調整後1株当たり当期純利

益の算定に含めておりません。 

  



 (重要な後発事象) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 平成18年1月13日開催の当社取締役会決議に基づ

き、Kennedy  Wilson,  Inc.の 関係会社である

Kennedy-Wilson Properties Ltd.から出資持分を取

得し、米国の住宅マネジメント会社に資本参加いた

しました。 

  

(1) 設立の目的 

当社は、アセットマネジメント事業の拡大に向

け、投資対象の多様化の一環として、当連結会計年

度より米国の賃貸住宅への投資を開始いたしまし

た。 

今後、更に積極的に海外投資を推進するために、

当該分野のノウハウの獲得が必要であると判断し、

資本参加することといたしました。 

当社としては、人員派遣を通じたノウハウの獲得

に加えて、投資案件において主導的な役割を果た

し、高いリターンを享受できるGeneral Partnerと

しての投資機会を増加させ、本邦投資家に対する投

資サービスの提供につなげていく方針です。 

  

(2) 出資先の概要 

①商号 

   KW Multi-Family Management Group, Ltd. 

②所在地 

   米国カリフォルニア州ロサンゼルス市 

③代表者 

   Robert E. Hart 

④事業内容 

   賃貸住宅の開発、取得、運営、管理 

⑤出資比率 

   Kennedy-Wilson Properties Ltd. 80％ 

   当社20％ 

⑥取得価額 

   9百万米ドル 

⑦出資先の位置付け 

   持分法適用の関連会社 

⑧出資期日 

   平成18年1月20日 

１ 匿名組合出資金の取得による子会社化 

 （ケイダブリューシー・フォース及びケイダブリュー

オー・フォース） 

 平成19年2月5日開催の当社取締役会において、有限

会社ケイダブリューシー・フォースを営業者とする匿

名組合の出資持分の一部を当社グループが取得するこ

とを決議いたしました。有限会社ケイダブリューシ

ー・フォースは有限会社ケイダブリューオー・フォー

スへ匿名組合出資しており、いずれの会社に対して

も、当社は議決権を有していないものの、匿名組合全

体に占める当社グループの出資比率が過半を超えるこ

ととなり、実質的に当社が支配していると認められる

ことから、両社を営業者とする匿名組合を、当社グル

ープの連結子会社とすることとなりました。 

  

(1) 子会社化する匿名組合の概要 

匿名組合ケイダブリューシー・フォースの概要 

  

  

  

① 名 称 匿名組合ケイダブリューシー・フ

ォース 

② 代 表 者 粕谷 直人（営業者の代表者） 

③ 所 在 地 東京都港区新橋二丁目２番９号

（営業者の所在地） 

④ 組成年月日 平成16年９月10日 

⑤ 事業の内容 不動産投資のための匿名組合出資

（有限会社ケイダブリューオー・

フォースへ匿名組合出資） 

⑥ 決 算 期 10月31日 

⑦ 最近事業年度における業績 

  総資産 10,236,368 千円 

  負債合計 7,631   

  純資産 10,228,736   

  営業収益 869,341   

  経常利益 835,252   

  当期純利益 835,252   



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  匿名組合ケイダブリューオー・フォースの概要 

  

(2) 匿名組合出資金の取得概要 

  

(3) 取得資金の調達方法 

取得資金については、金融機関からの借入等により調

達いたしました。 

  

① 名 称 匿名組合ケイダブリューオー・フ

ォース 

② 代 表 者 粕谷 直人（営業者の代表者） 

③ 所 在 地 東京都港区新橋二丁目２番９号

（営業者の所在地） 

④ 組成年月日 平成16年９月16日 

⑤ 事業の内容 不動産の保有・賃貸 

（11物件の不動産信託受益権を保

有し、損益を匿名組合出資者へ分

配） 

⑥ 決 算 期 10月31日 

⑦ 最近事業年度における業績 

  総資産 32,165,490 千円 

  負債合計 21,969,107   

  純資産 10,196,382   

  営業収益 2,649,361   

  経常利益 869,341   

  当期純利益 869,341   

① 相 手 先 日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱他2名 

② 取 得 価 額 11,890,396千円 

③ 出 資 比 率 95.0％ 

④ 取得年月日 平成19年2月6日 



  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

   （シャテルドン・インベスターズ・ワン及びシャテル

ドン・インベスターズ・ツー） 

 平成19年2月27日開催の当社取締役会において、シ

ャテルドン・インベスターズ・ツー有限会社を営業者

とする匿名組合の出資持分の一部を当社グループが取

得することを決議いたしました。シャテルドン・イン

ベスターズ・ツー有限会社はシャテルドン・インベス

ターズ・ワン有限会社へ匿名組合出資しており、いず

れの会社に対しても、当社は議決権を有していないも

のの、匿名組合全体に占める当社グループの出資比率

が過半を超えることとなり、実質的に当社が支配して

いると認められることから、両社を営業者とする匿名

組合を、当社グループの連結子会社とすることとなり

ました。 

  

(1) 子会社化する匿名組合の概要 

匿名組合シャテルドン・インベスターズ・ツーの概要 

 （注）6ヶ月決算であります。 

① 名 称 匿名組合シャテルドン・インベス

ターズ・ツー 

② 代 表 者 田中 稔（営業者の代表者） 

③ 所 在 地 東京都中央区八重洲一丁目4番22号

（営業者の所在地） 

④ 組成年月日 平成18年2月10日 

⑤ 事業の内容 不動産投資のための匿名組合出資

（シャテルドン・インベスター

ズ・ワン有限会社へ匿名組合出

資） 

⑥ 決 算 期 2月末、8月末（年2回決算） 

⑦ 最近事業年度における業績 

（平成18年8月期）   

  総資産 9,334,868 千円 

  負債合計 65,648   

  純資産 9,269,220   

  営業収益 181,701   

  経常利益 141,373   

  当期純利益 141,268   



  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  匿名組合シャテルドン・インベスターズ・ワンの概要 

 （注）6ヶ月決算であります。 

  

(2) 匿名組合出資金の取得概要 

  

(3) 取得資金の調達方法 

取得資金については、自己資金等により調達いたしま

した。 

  

① 名 称 匿名組合シャテルドン・インベス

ターズ・ワン 

② 代 表 者 田中 稔（営業者の代表者） 

③ 所 在 地 東京都中央区八重洲一丁目4番22号

（営業者の所在地） 

④ 組成年月日 平成18年2月10日 

⑤ 事業の内容 不動産の保有・賃貸 

（不動産信託受益権を保有し、損

益を匿名組合出資者へ分配） 

⑥ 決 算 期 2月末、8月末（年2回決算） 

⑦ 最近事業年度における業績 

（平成18年8月期）   

  総資産 27,748,775 千円 

  負債合計 18,792,163   

  純資産 8,956,612   

  営業収益 935,831   

  経常利益 241,267   

  当期純利益 181,701   

① 相 手 先 楽天アセットマネジメント㈱他2

名 

② 取 得 価 額 7,200,132千円 

③ 出 資 比 率 66.5％ 

④ 取得年月日 平成19年3月6日 



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  ２ 平成19年2月13日開催の当社取締役会において株式

分割による新株式の発行を行う旨の決議をしており

ます。 

(1) 株式分割の目的 

 当社株式の流動性向上を図るとともに、1株当たり

の投資金額を引き下げ、個人投資家層の拡大を目的

とするものであります。 

(2) 株式分割の概要 

 ①分割により増加する株式数 

 普通株式とし、平成19年6月30日最終の発行済株

式総数に1を乗じた株式数 

 ②分割方法 

 平成19年6月30日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載又は記録された株主の所有株式数を1株に

つき2株の割合を持って分割する。 

 ③配当起算日 

  平成19年１月１日 

(3) １株当たり情報に及ぼす影響 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報については、それぞれ以下のとお

りであります。 

  

  

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 

50,407円72銭 

１株当たり純資産額 

65,190円04銭 

１株当たり当期純利益金額 

9,163円40銭 

１株当たり当期純利益金額 

15,875円24銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 

8,867円46銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 

15,312円67銭 



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

(注) １ 「当期末残高」欄の内書は、1年内償還予定の金額であります。 

２ 新株予約権付社債の内容 

  (注) 新株予約権の行使に際し、当該新株予約権に係る本社債を出資するものとする。 

３ 連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円) 

当期末残高
(千円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

ケネディクス株式会社 第2回無担保
社債 

平成15年
12月25日 

300,000 ― 0.64 なし 
平成18年
12月25日 

ケネディクス株式会社 第3回無担保
社債 

平成16年
3月31日 

280,000
200,000
(80,000)

0.59 なし 
平成21年
3月31日 

ケネディクス株式会社 第4回無担保
社債 

平成16年
3月31日 

1,000,000 1,000,000 0.94 なし 
平成21年
3月31日 

ケネディクス株式会社 第5回無担保
社債 

平成16年
7月26日 

300,000 300,000 1.41 なし 
平成21年
7月24日 

ケネディクス株式会社 第6回無担保
社債 

平成16年
7月26日 

160,000
120,000
(40,000)

0.99 なし 
平成21年
7月24日 

ケネディクス株式会社 第7回無担保
社債 

平成17年
2月16日 

450,000
350,000
(100,000)

0.99 なし 
平成22年
2月16日 

ケネディクス株式会社 第8回無担保
社債 

平成17年
2月28日 

900,000
700,000
(200,000)

0.66 なし 
平成22年
2月26日 

ケネディクス株式会社 第9回無担保
社債 

平成17年
2月28日 

900,000
700,000
(200,000)

0.66 なし 
平成22年
2月26日 

ケネディクス株式会社 第10回無担保
社債 

平成17年
3月15日 

450,000
350,000
(100,000)

1.06 なし 
平成22年
3月15日 

ケネディクス株式会社 第11回無担保
社債 

平成17年
7月15日 

320,000 320,000 0.83 なし 
平成22年
6月30日 

ケネディクス株式会社 第12回無担保
社債 

平成17年
7月15日 

1,000,000
800,000
(200,000)

0.63 なし 
平成22年
6月30日 

ケネディクス株式会社 第13回無担保
社債 

平成17年
7月15日 

830,000
664,000
(166,000)

0.80 なし 
平成22年
6月25日 

ケネディクス株式会社 第14回無担保
社債 

平成17年
12月26日 

1,000,000
800,000
(200,000)

0.97 なし 
平成22年12
月24日 

ケネディクス株式会社 第15回無担保
社債 

平成17年
12月29日 

300,000
250,000
(100,000)

0.58 なし 
平成20年12
月29日 

ケネディクス株式会社 第16回無担保
社債 

 平成18年
3月22日 

―
1,350,000
(300,000)

1.22 なし 
平成23年
3月22日 

ケネディクス株式会社 第17回無担保
社債 

平成18年
4月28日 

―
1,500,000
(300,000)

1.49 なし 
平成23年
4月25日 

ケネディクス株式会社 第18回無担保
社債 

平成18年
4月28日 

―
500,000
(100,000)

0.72 なし 
平成23年
4月25日 

ケネディクス株式会社 第19回無担保
社債 

平成18年
8月25日 

―
1,000,000
(200,000)

1.48 なし 
平成23年
8月25日 

ケネディクス株式会社 第20回無担保
社債 

平成18年
9月11日 

―
1,000,000
(200,000)

1.65 なし 
平成23年
9月9日 

ケネディクス株式会社 第21回無担保
社債 

平成18年
9月29日 

―
1,000,000
(200,000)

1.62 なし 
平成23年
9月29日 

ケネディクス株式会社 第22回無担保
社債 

平成18年
12月28日 

―
300,000
(99,000)

1.17 なし 
平成21年12
月28日 

ケネディクス株式会社 

平成23年満期
ユーロ円建転
換社債型新株
予約権付社債 

平成18年
11月28日 

― 20,000,000 ― なし 
平成23年
12月15日 

パシフィック債権回収株式会社 第1回無担保
社債 

平成18年
3月15日 

― 100,000 1.83 なし 
平成21年
3月13日 

合計 ― ― 8,190,000
33,304,000
(2,785,000)

― ― ―

発行すべき株式
の内容 

新株予約
権の発行
価額 

株式の発行
価格 
(円) 

発行価額の総
額 
(千円) 

新株予約権の
行使により発
行した株式の
発行価額の総
額(千円) 

新株予約権
の付与割合
(％) 

新株予約権の
行使期間 

代用払込に関
する事項 

ケネディクス㈱ 

普通株式 
無償 755,440 20,000,000 ― 100 

自 平成19年 
１月５日 

至 平成23年 
12月１日 

(注) 

１年以内 
（千円） 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

2,785,000 2,835,000 4,048,000 2,486,000 21,150,000 



  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利子率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 29,014,200 35,900,260 1.560 ― 

１年内返済予定長期借入金 2,485,000 15,259,150 1.417 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

19,872,858 22,166,825 2.156 平成20年～平成24年

合計 51,372,058 73,326,235 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

長期借入金 10,785,605 3,472,850 2,426,370 ― 



２ 【財務諸表等】 

 (1) 【財務諸表】 
 ① 【貸借対照表】 

  

  

    
前事業年度 

(平成17年12月31日) 

当事業年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金    12,326,272   22,872,182  

 ２ 営業未収入金    577,634   689,905  

 ３ 販売用不動産出資金 ※４  38,959,197   56,899,609  

 ４ 買取債権 ※２  35,859   19,062  

 ５ 前渡金    467,895   1,248,453  

 ６ 前払費用    223,916   101,418  

 ７ 繰延税金資産    212,855   336,510  

 ８ 関係会社短期貸付金    233,000   1,517,797  

 ９ その他    147,214   341,107  

 10 貸倒引当金    △96   △0  

   流動資産合計    53,183,749 76.2  84,026,045 76.1

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産          

  (1) 建物附属設備   70,538   85,995    

    減価償却累計額   14,068 56,469  20,652 65,342  

  (2) 器具及び備品   61,524   71,587    

    減価償却累計額   26,068 35,455  34,007 37,580  

   有形固定資産合計    91,925 0.1  102,923 0.1

 ２ 無形固定資産          

  (1) ソフトウェア    6,020   6,602  

  (2) その他    909   909  

   無形固定資産合計    6,929 0.0  7,511 0.0

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投資有価証券    9,296,876   9,315,565  

  (2) 関係会社株式    1,069,044   2,416,429  

  (3) その他の関係会社 

    有価証券 
※３  2,710,495   9,486,895  

  (4) 出資金    182,540   204,540  

  (5) 関係会社出資金 ※１  2,021,460   2,789,456  

  (6) 関係会社長期貸付金 ※１  971,946   1,261,327  

  (7) 長期前払費用    1,850   1,250  

   (8) その他    269,724   766,624  

   投資その他の資産合計    16,523,937 23.7  26,242,089 23.8

   固定資産合計    16,622,792 23.8  26,352,525 23.9

   資産合計    69,806,541 100.0  110,378,570 100.0

           



  

  

    
前事業年度 

(平成17年12月31日) 

当事業年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 営業未払金    56,648   14,642  

 ２ 短期借入金 ※５  25,929,000   27,311,000  

 ３ １年内返済予定長期借入金    2,030,000   4,160,550  

 ４ １年内償還予定社債    1,636,000   2,785,000  

 ５ 未払金    25,390   38,360  

 ６ 未払費用    86,309   157,743  

 ７ 未払法人税等    2,209,327   4,257,292  

 ８ 未払消費税等    125,157   ―  

 ９ 預り金    160,427   208,807  

 10 前受収益    1,050   ―  

 11 役員賞与引当金    ―   270,000  

 12 その他    2,299   12,546  

   流動負債合計    32,261,610 46.2  39,215,941 35.5

Ⅱ 固定負債          

 １ 社債    6,554,000   30,419,000  

 ２ 長期借入金    3,195,350   5,050,000  

 ３ 繰延税金負債    434,929   291,584  

 ４ 退職給付引当金    10,791   13,299  

 ５ 役員退職慰労引当金    140,050   164,420  

 ６ その他    47,630   117,451  

   固定負債合計    10,382,751 14.9  36,055,755 32.7

   負債合計    42,644,362 61.1  75,271,697 68.2

（資本の部）          

Ⅰ 資本金 ※６  9,507,752 13.6  ― ―

Ⅱ 資本剰余金          

 １ 資本準備金   9,766,887   ―    

   資本剰余金合計    9,766,887 14.0  ― ―

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 当期未処分利益   7,153,203   ―    

   利益剰余金合計    7,153,203 10.3  ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金    734,336 1.0  ― ―

  資本合計    27,162,179 38.9  ― ―

  負債及び資本合計    69,806,541 100.0  ― ―

           



  

  

    
前事業年度 

(平成17年12月31日) 

当事業年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ―  9,648,405 8.7

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   ―   9,907,540    

資本剰余金合計    ― ―  9,907,540 9.0

３ 利益剰余金          

(1) その他利益剰余金          

繰越利益剰余金   ―   15,008,151    

利益剰余金合計    ― ―  15,008,151 13.6

株主資本合計    ― ―  34,564,097 31.3

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券評価差額金   ― ―  654,635 0.6

２ 繰延ヘッジ損益    ― ―  △111,859 △0.1

評価・換算差額等合計    ― ―  542,776 0.5

純資産合計    ― ―  35,106,873 31.8

負債純資産合計    ― ―  110,378,570 100.0

      



② 【損益計算書】 
  

    

前事業年度 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 営業収益 ※１        

 １ 不動産投資 

   アドバイザリー事業収益 
  5,907,294   14,213,555    

 ２ アセットマネジメント 

   事業収益 
  3,823,369   3,357,693    

 ３ 債権投資マネジメント 

   事業収益 
  288,046 10,018,710 100.0 123,266 17,694,514 100.0

Ⅱ 営業原価          

 １ 不動産投資 

   アドバイザリー事業原価 
  230,773   129,505    

 ２ アセットマネジメント 

   事業原価 
  551,509   387,348    

 ３ 債権投資マネジメント 

   事業原価 
  67,622 849,904 8.5 36,469 553,322 3.1

   営業総利益    9,168,805 91.5  17,141,192 96.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

 １ 役員報酬   171,952   180,000    

 ２ 給料及び賞与   814,031   1,055,953    

 ３ 役員賞与引当金繰入額   ―   270,000    

 ４ 退職給付引当金繰入額   5,480   8,118    

 ５ 役員退職慰労引当金繰入額   27,589   24,370    

 ６ 支払手数料   153,148   235,667    

 ７ 賃借料   90,124   105,840    

 ８ 減価償却費   17,385   19,321    

 ９ 租税公課   95,563   135,087    

 10 その他   357,624 1,732,900 17.3 405,506 2,439,866 13.8

   営業利益    7,435,904 74.2  14,701,325 83.1

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息 ※１ 52,783   95,003    

 ２ 受取配当金 ※１ 630,450   708,169    

 ３ その他   24,798 708,032 7.1 35,115 838,288 4.7

Ⅴ 営業外費用          

 １ 支払利息   330,572   604,396    

 ２ 社債利息   45,102   67,301    

 ３ 新株発行費   71,649   ―    

 ４ 株式交付費   ―   2,844    

 ５ 社債発行費   172,126   279,479    

 ６ 支払手数料 ※２ 349,855   684,545    

 ７ その他   52,287 1,021,593 10.2 131,167 1,769,734 10.0

   経常利益    7,122,343 71.1  13,769,879 77.8



  

  

    

前事業年度 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 

Ⅵ 特別利益          

 １ 投資有価証券売却益   161,312 161,312 1.6 20,297 20,297 0.1

   税引前当期純利益    7,283,655 72.7  13,790,176 77.9

   法人税、住民税及び事業税   2,801,760   5,621,861    

   法人税等調整額   △92,325 2,709,435 27.1 △135,579 5,486,282 31.0

   当期純利益    4,574,220 45.6  8,303,894 46.9

   前期繰越利益    2,578,982   ―  

   当期未処分利益    7,153,203   ―  

           



営業原価明細書 

ａ 不動産投資アドバイザリー事業原価明細書 

  

(※) 不動産に係る投資案件の調査、評価を他社に委託した費用等を不動産投資アドバイザリー事業原価としております。 

  

ｂ アセットマネジメント事業原価明細書 

  

(※) 不動産の清掃及び警備等の管理業務を他社に委託した費用等をアセットマネジメント事業原価としております。 

  

ｃ 債権投資マネジメント事業原価明細書 

  

(※) 不動産関連債権に係る投資案件の調査、評価及び債権の回収管理を他社に委託した費用等を債権投資マネジメント事業原価

としております。 

  

    
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

業務委託費 (※) 230,773 100.0 129,505 100.0

不動産投資アドバイザリー事業原価   230,773 100.0 129,505 100.0

      

    
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

業務委託費 (※) 551,509 100.0 387,348 100.0

アセットマネジメント事業原価   551,509 100.0 387,348 100.0

      

    
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

業務委託費 (※) 67,622 100.0 36,469 100.0

債権投資マネジメント事業原価   67,622 100.0 36,469 100.0

      



③ 【利益処分計算書】 

  

  

  

（株主総会承認年月日） 
  

前事業年度 

(平成18年3月23日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益     7,153,203 

Ⅱ 利益処分額       

 １ 配当金   352,946   

 ２ 役員賞与金 

  （うち監査役賞与金） 
  

96,000 

（6,000)
448,946 

Ⅲ 次期繰越利益     6,704,257 

       



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

  

  

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益
剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日残高(千円) 9,507,752 9,766,887 9,766,887 7,153,203 7,153,203 26,427,843 

事業年度中の変動額             

 新株の発行 140,653 140,653 140,653 ― ― 281,306 

 剰余金の配当 ― ― ― △352,946 △352,946 △352,946 

 役員賞与 ― ― ― △96,000 △96,000 △96,000 

 当期純利益 ― ― ― 8,303,894 8,303,894 8,303,894 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額 
 (純額) 

― ― ― ― ― ― 

事業年度中の変動額合計 
(千円) 

140,653 140,653 140,653 7,854,947 7,854,947 8,136,253 

平成18年12月31日残高(千円) 9,648,405 9,907,540 9,907,540 15,008,151 15,008,151 34,564,097 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

平成17年12月31日残高(千円) 734,336 ― 734,336 27,162,179 

事業年度中の変動額         

 新株の発行 ― ― ― 281,306 

 剰余金の配当 ― ― ― △352,946 

 役員賞与 ― ― ― △96,000 

 当期純利益 ― ― ― 8,303,894 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額 
 (純額) 

△79,700 △111,859 △191,559 △191,559 

事業年度中の変動額合計 
(千円) 

△79,700 △111,859 △191,559 7,944,694 

平成18年12月31日残高(千円) 654,635 △111,859 542,776 35,106,873 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価 

  法（評価差額は全部資本直入法に 

 より処理し、売却原価は移動平均法 

 により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

ただし匿名組合出資金は個別法に

よっており、詳細は「9(2) 匿名

組合出資金の会計処理」に記載し

ております。 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価 

  法（評価差額は全部純資産直入法に 

 より処理し、売却原価は移動平均法 

 により算定） 

時価のないもの 

同左 

  

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法 

デリバティブ 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定額法 

  なお、主な耐用年数は以下の通り

です。 

  建物附属設備  10年～15年 

  器具及び備品   6年 

(2) 無形固定資産 

  ソフトウェア 

  自社利用のソフトウェアについて

は５年間で均等償却しておりま

す。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア 

同左 

  

  (3) 長期前払費用 

  均等償却 

(3) 長期前払費用 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。 

株式交付費 

同左 

  社債発行費 

支出時に全額費用処理しておりま

す。 

社債発行費 

同左 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務については、決

算日の直物為替相場により円貨に換

算し、為替差額は損益として処理し

ております。 

同左 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については、貸倒

実績率により、買取債権及び貸倒

懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  （2） 
――――――――――― 

  

(2) 役員賞与引当金 

  役員に対する賞与支給に充てるた

め、支給見込額の当事業年度負担

額を計上しております。 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末の退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。 

  

(3) 退職給付引当金 

同左 

  



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 
なお、金利スワップの特例処理の
対象となる取引については、特例
処理を適用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 
同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…金利スワップ取引、

外貨建金銭債務、

通貨スワップ、為

替予約 

ヘッジ対象…借入金、在外子会社

等に対する投資へ

の持分 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…同左 

  

  

  

ヘッジ対象…同左 

  (3) ヘッジ方針 
デリバティブ取引に関する権限
規定等を定めた内部規定に基づ
き、ヘッジ対象に係る為替相場
変動リスク及び金利変動リスク
を一定の範囲内でヘッジしてお
ります。 

(3) ヘッジ方針 
同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象及びヘッジ手段につ
いて、それぞれの相場変動又は
キャッシュ・フロー総額の変動
額を比較し、両者の変動額を基
準にして検証しておりますが、
ヘッジ手段とヘッジ対象に関す
る重要な条件が同一であり、か
つヘッジ開始時及びその後も継
続して、相場変動又はキャッシ
ュ・フロー変動を完全に相殺す
るものと想定することができる
場合や、特例処理の適用が可能
なものについては、検証を省略
しております。 
  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 
同左 



  

  

  

 (会計方針の変更) 

  

  

  

  

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

９ その他財務諸表作成のた
めの重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。ただ
し、資産に係る控除対象外消費税
等は発生事業年度の期間費用とし
ております。 

(1) 消費税等の会計処理 
同左 

  (2) 匿名組合出資金の会計処理 
当社は匿名組合出資を行うに際し
て、匿名組合の財産の持分相当額
を流動資産の「販売用不動産出資
金」、投資その他の資産の「投資
有価証券」及び「その他の関係会
社有価証券」として計上しており
ます。 
匿名組合への出資時に当該資産科
目を計上し、匿名組合が獲得した
純損益の持分相当額については、
「営業収益」に計上するとともに
同額を当該資産科目に加減し、営
業者からの出資金の払い戻しにつ
いては、当該資産科目を減額させ
ております。 

(2) 匿名組合出資金の会計処理 
同左 

  (3) 買取債権の会計処理 
  買取債権の代金回収に際しては、
個別債権毎に回収代金を買取債権
の取得価額より減額し、個別債権
毎の回収代金が取得価額を超過し
た金額を純額で収益計上しており
ます。 

(3) 買取債権の会計処理 
同左 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  

――――――――――― 

  

（役員賞与に関する会計基準） 

役員賞与については、従来は株主総会決議による利益

処分により、未処分利益の減少として処理しておりま

したが、当事業年度から「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業

会計基準第4号）を適用し、役員賞与の支給見込額の当

事業年度負担額を役員賞与引当金として計上する方法

に変更いたしました。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益が270,000千円減少しておりま

す。 

  

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  
――――――――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

等の一部改正） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資



  

  

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用

指針第8号）、改正後の「自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終

改正平成18年8月11日 企業会計基準第1号）及び「自

己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年8月

11日 企業会計基準適用指針第2号）を適用しておりま

す。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、35,218,733

千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度は、

改正後の財務諸表等規則により作成しております。 

  

  （投資事業組合等への出資の会計処理） 

当事業年度より、「投資事業組合に対する支配力基準

及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企

業会計基準委員会 平成18年9月8日 実務対応報告第

20号）を適用しております。 

これにより、当事業年度より当社の子会社に該当する

こととなった匿名組合の出資持分503,632千円を、投資

その他の資産の「その他の関係会社有価証券」に含め

て計上する方法から、流動資産の「販売用不動産出資

金」に含めて計上する方法へと変更しております。 

また、当事業年度より当社の関連会社に該当すること

となった匿名組合出資金の出資持分2,385,333千円を、

投資その他の資産の「投資有価証券」に含めて計上す

る方法から、投資その他の資産の「その他の関係会社

有価証券」に含めて計上する方法へと変更しておりま

す。 

  

    



(表示方法の変更) 

  

  

  

  

  

  

  

  

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

（損益計算書） 

１ 前事業年度において区分掲記されていた販売費及

び一般管理費の「業務援助料」（当事業年度

28,582千円）は、重要性が乏しくなったため、当

事業年度においては販売費及び一般管理費の「そ

の他」に含めて表示しております。 

  

 ２ 前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「租税公課」に

ついては、当事業年度において販売費及び一般管

理費総額の5/100を超えることとなったため、当

事業年度より区分掲記することといたしました。 

なお、前事業年度の「租税公課」は15,321千円で

あります 

（貸借対照表） 

当事業年度において、会社法及び会社法の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律が施行され、旧有限会社法

に規定する有限会社に対する出資持分が有価証券とみな

されることとなったことから、前事業年度まで投資その

他の資産の「出資金」に含めて表示しておりました有限

会社に対する出資持分は、当事業年度より投資その他の

資産の「投資有価証券」として表示しております。 

なお、当事業年度末の「関係会社株式」に含めた特例有

限会社に対する出資持分は255,680千円であります。 

  

  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年12月31日) 

当事業年度
(平成18年12月31日) 

※１ 担保提供資産及び対応債務 

   (1) 担保提供資産 

関係会社長期貸付金24,000千円及び関係会社

出資金12,400千円を当該関係会社の借入金

1,883,289千円の担保に供しております。 

※１ 担保提供資産及び対応債務 

   (1) 担保提供資産 

関係会社長期貸付金384,648千円及び関係会社

出資金33,341千円を当該関係会社の借入金 

17,630,668千円の担保に供しております。 

※２ 貸借対照表に計上されている買取債権のうち、

35,859千円は、金融機関等が所有していた原債務

者に対する貸付金をパーティシペーション方式に

より当社が購入したものであります。 

※２ 貸借対照表に計上されている買取債権のうち、

19,062千円は、金融機関等が所有していた原債務

者に対する貸付金をパーティシペーション方式に

より当社が購入したものであります。 

※３ 当社の関係会社を営業者とする匿名組合に対する

出資金であります。 

※３          同左 

※４ 自己勘定投資物件取得のために組成した、当社の

子会社を営業者とする匿名組合への出資金であり

ます。なお、この中には証券取引法上の有価証券

に該当するものが36,681,914千円含まれておりま

す。 

※４ 自己勘定投資物件取得のために組成した、当社の

子会社を営業者とする匿名組合への出資金であり

ます。なお、この中には証券取引法上の有価証券

に該当するものが51,871,535千円含まれておりま

す。 

※５ 取引銀行との間に当座貸越契約及び貸出コミット

メントライン契約を締結しており、当該契約に基

づく当期末借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

  (1) 当座貸越契約 

  (2) 貸出コミットメントライン契約 

当座貸越契約の総額 3,630,000千円

借入実行残高 2,200,000千円

差引額 1,430,000千円

貸出コミットメントの総額 35,100,000千円

借入実行残高 20,200,000千円

差引額 14,900,000千円

※５ 取引銀行との間に当座貸越契約及び貸出コミット

メントライン契約を締結しており、当該契約に基

づく当期末借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

  (1) 当座貸越契約 

  (2) 貸出コミットメントライン契約 

当座貸越契約の総額 3,080,000千円

借入実行残高 410,000千円

差引額 2,670,000千円

貸出コミットメントの総額 56,700,000千円

借入実行残高 26,511,000千円

差引額 30,189,000千円

※６ 授権株式、発行済株式の種類及び総数 

会社が発行する株式の総数 普通株式 571,680株

発行済株式の総数 普通株式 282,357株

※６  

―――――――――――――― 

７ 配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産額が

734,336千円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則124条第3号の規

定により、配当に充当することが制限されており

ます。 

  

７  

―――――――――――――― 



  

  

(損益計算書関係) 

  

  

 （株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度(平成18年12月31日) 

自己株式に関する事項 

      該当事項はありません。 

前事業年度 
(平成17年12月31日) 

当事業年度
(平成18年12月31日) 

 ８ 偶発債務 

   下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

の通り債務保証を行っております。 

㈲京都烏丸ホールディングス 1,940,000千円

㈲ケイダブリュー・プロパティ・テ

ン 
1,894,000千円

㈲プラチナホールディングス 1,400,000千円

㈲ケイダブリュー・プロパティ・フ

ォー 
1,000,000千円

㈲ケイダブリュー・プロパティ・フ

ァイブ 
976,000千円

ケネディクス・デベロップメント㈱ 550,000千円

㈲テレスト・インベストメント 455,000千円

 ８ 偶発債務 

   下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

の通り債務保証を行っております。 

 

 

㈲KRF1 1,500,000千円

㈲プラチナホールディングス 1,400,000千円

㈲ケイダブリュー・プロパティ・セ

ブン 
1,400,000千円

㈲ケイダブリュー・プロパティ・フ

ォー 
1,350,000千円

㈲京都烏丸ホールディングス 1,040,000千円

   

   

 ９ 

―――――――――――――― 

 ９ 停止条件付債権売付契約 

当社は、一定条件に該当した場合に、他社が組成

したファンドのメザニンローン債権を取得する内

容の停止条件付債権売付契約を締結しておりま

す。本契約により、当社は契約締結対価として手

数料収入を得る一方で、金融機関のプットオプシ

ョンの行使により、メザニンローンを取得する義

務を負いますが、これにより担保不動産に係る売

却指図権を得ることになり、担保不動産の処分に

より債権を回収する以外に、当社または当社が組

成するファンドにおいて、対象不動産を取得する

ことが可能となります。 

当社が、当事業年度末現在、締結している停止条

件付債権売付契約における対象債権金額は

8,000,000千円であります。 

  

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※１ 関係会社との取引 

 営業収益 7,106,523千円

 受取利息 51,892千円

 受取配当金 529,600千円

※１ 関係会社との取引 

 営業収益 13,539,726千円

 受取利息 88,593千円

 受取配当金 654,402千円

※２ 営業外費用に計上されている「支払手数料」は、

取引銀行との間に設定されたコミットメントライ

ンにかかるアレンジメントフィー、エージェント

フィーならびにコミットメントフィー等の手数料

を計上しております。 

※２  

同左 



(リース取引関係) 

  

  

（有価証券関係） 

前事業年度(平成17年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(平成18年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

  

リース取引は重要性が低いため注記を省略しておりま

す。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

  

同左 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年12月31日) 

当事業年度
(平成18年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(1) 繰延税金資産（流動） 

  

(2) 繰延税金資産（固定） 

  

  

(3)繰延税金負債（固定） 

 未払事業税 181,167千円

 支払手数料否認 31,649 

 その他 39 

繰延税金資産（流動）の合計 212,855千円

 役員退職慰労引当金否認 56,986千円

 投資有価証券評価損否認 7,538 

 その他 4,341 

繰延税金資産（固定）小計 68,866 

繰延税金負債（固定）との相殺 △68,866 

繰延税金資産（固定）合計    ― 千円

 投資有価証券評価差額金   503,795千円

繰延税金負債（固定）小計 503,795 

繰延税金資産（固定）との相殺 △68,866 

繰延税金負債（固定）合計 434,929千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(1) 繰延税金資産（流動） 

  

(2) 繰延税金資産（固定） 

  

(3)繰延税金負債（固定） 

 未払事業税 331,428千円

 支払手数料否認 4,679 

 その他 401 

繰延税金資産（流動）の合計 336,510千円

 繰延ヘッジ損益 76,741千円

 役員退職慰労引当金否認 66,902 

 投資有価証券評価損否認 7,538 

 その他 6,350 

繰延税金資産（固定）小計 157,532 

繰延税金負債（固定）との相殺 △157,532 

繰延税金資産（固定）合計    ― 千円

 投資有価証券評価差額金   449,117千円

繰延税金負債（固定）小計 449,117 

繰延税金資産（固定）との相殺 △157,532 

繰延税金負債（固定）合計 291,584千円

  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率 40.69% 

 （調整）   

 受取配当金等永久に益金に算入 

 されない項目 

 その他 

  

△3.47% 

△0.03% 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
37.20% 

    

  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 
  
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税率の100分の5以下である

ため、記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額 95,858円00銭 122,971円01銭 

１株当たり当期純利益金額 17,608円05銭 29,234円94銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
17,039円37銭 28,199円24銭 

  

 当社は、平成17年2月21日付で株式1

株につき3株の株式分割を行ってお

ります。 

 当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前連結会計年度にお

ける1株当たり情報については以下

のとおりであります。 

 1株当たり純資産額   34,942円64銭 

 1株当たり当期純利益  4,997円92銭 

 潜在株式調整後1株当たり 

 当期純利益          4,765円71銭 

  

  
前事業年度末

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度末 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額（千

円） 
― 35,106,873 

普通株式に係る純資産額（千円） ― 35,106,873 

普通株式の発行済株式数（株） ― 285,489 

普通株式の自己株式数（株） ― ― 

1株当たり純資産額の算定に用いられた普

通株式の数（株） 
― 285,489 



  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

  

  
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 4,574,220 8,303,894 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

（千円） 
    

 利益処分による役員賞与金 96,000 ― 

普通株主に帰属しない金額（千円） 96,000 ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 4,478,220 8,303,894 

普通株式の期中平均株式数（株） 254,328 284,040 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額 
    

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加数（株） 8,488 10,432 

（うち旧商法に基づき発行された新株引

受権付社債の新株引受権に係る増加数） 
(128) (―) 

（うち旧商法第280条ノ19の規定に基づき

付与された新株引受権に係る増加数） 
(95) (―) 

（うち新株予約権に係る増加数） (8,265) (8,226) 

（うち転換社債型新株予約権付社債に係

る増加数） 
(―) (2,206) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後1株当たり当期純利益の算定に含まれ

なかった潜在株式の概要 

― 

平成18年新株予約権（ストックオ

プション）110株については、希

薄化効果を有していないため、潜

在株式調整後1株当たり当期純利

益の算定に含めておりません。 

  



(重要な後発事象) 

  
前事業年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 平成18年1月13日開催の当社取締役会決議に基づ

き、Kennedy  Wilson,  Inc.の 関係会社である

Kennedy-Wilson Properties Ltd.から出資持分を取

得し、米国の住宅マネジメント会社に資本参加いた

しました。 

  

(1) 設立の目的 

当社は、アセットマネジメント事業の拡大に向

け、投資対象の多様化の一環として、当連結会計年

度より米国の賃貸住宅への投資を開始いたしまし

た。 

今後、更に積極的に海外投資を推進するために、

当該分野のノウハウの獲得が必要であると判断し、

資本参加することといたしました。 

当社としては、人員派遣を通じたノウハウの獲得

に加えて、投資案件において主導的な役割を果た

し、高いリターンを享受できるGeneral Partnerと

しての投資機会を増加させ、本邦投資家に対する投

資サービスの提供につなげていく方針です。 

  

(2) 出資先の概要 

①商号 

   KW Multi-Family Management Group, Ltd. 

②所在地 

   米国カリフォルニア州ロサンゼルス市 

③代表者 

   Robert E. Hart 

④事業内容 

   賃貸住宅の開発、取得、運営、管理 

⑤出資比率 

   Kennedy-Wilson Properties Ltd. 80％ 

   当社20％ 

⑥取得価額 

   9百万米ドル 

⑦出資先の位置付け 

   持分法適用の関連会社 

⑧出資期日 

   平成18年1月20日 

  

１ 匿名組合出資金の取得による子会社化 

 （ケイダブリューシー・フォース及びケイダブリュー

オー・フォース） 

 平成19年2月5日開催の当社取締役会において、有限

会社ケイダブリューシー・フォースを営業者とする匿

名組合の出資持分の一部を当社が取得することを決議

いたしました。有限会社ケイダブリューシー・フォー

スは有限会社ケイダブリューオー・フォースへ匿名組

合出資しており、いずれの会社に対しても、当社は議

決権を有していないものの、匿名組合全体に占める当

社の出資比率が過半を超えることとなり、実質的に当

社が支配していると認められることから、両社を営業

者とする匿名組合を、当社の連結子会社とすることと

なりました。 

  

(1) 子会社化する匿名組合の概要 

匿名組合ケイダブリューシー・フォースの概要 

  

  

① 名 称 匿名組合ケイダブリューシー・フ

ォース 

② 代 表 者 粕谷 直人（営業者の代表者） 

③ 所 在 地 東京都港区新橋二丁目２番９号

（営業者の所在地） 

④ 組成年月日 平成16年９月10日 

⑤ 事業の内容 不動産投資のための匿名組合出資

（有限会社ケイダブリューオー・

フォースへ匿名組合出資） 

⑥ 決 算 期 10月31日 

⑦ 最近事業年度における業績 

  総資産 10,236,368 千円 

  負債合計 7,631   

  純資産 10,228,736   

  営業収益 869,341   

  経常利益 835,252   

  当期純利益 835,252   



  

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  匿名組合ケイダブリューオー・フォースの概要 

  

(2) 匿名組合出資金の取得概要 

  

(3) 取得資金の調達方法 

取得資金については、金融機関からの借入等により調

達いたしました。 

  

① 名 称 匿名組合ケイダブリューオー・フ

ォース 

② 代 表 者 粕谷 直人（営業者の代表者） 

③ 所 在 地 東京都港区新橋二丁目２番９号

（営業者の所在地） 

④ 組成年月日 平成16年９月16日 

⑤ 事業の内容 不動産の保有・賃貸 

（11物件の不動産信託受益権を保

有し、損益を匿名組合出資者へ分

配） 

⑥ 決 算 期 10月31日 

⑦ 最近事業年度における業績 

  総資産 32,165,490 千円 

  負債合計 21,969,107   

  純資産 10,196,382   

  営業収益 2,649,361   

  経常利益 869,341   

  当期純利益 869,341   

① 相 手 先 日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱他2名 

② 取 得 価 額 11,890,396千円 

③ 出 資 比 率 95.0％ 



  

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

   （シャテルドン・インベスターズ・ワン及びシャテル

ドン・インベスターズ・ツー） 

 平成19年2月27日開催の当社取締役会において、シ

ャテルドン・インベスターズ・ツー有限会社を営業者

とする匿名組合の出資持分の一部を当社グループが取

得することを決議いたしました。シャテルドン・イン

ベスターズ・ツー有限会社はシャテルドン・インベス

ターズ・ワン有限会社へ匿名組合出資しており、いず

れの会社に対しても、当社は議決権を有していないも

のの、匿名組合全体に占める当社グループの出資比率

が過半を超えることとなり、実質的に当社が支配して

いると認められることから、両社を営業者とする匿名

組合を、当社の連結子会社とすることとなりました。 

  

(1) 子会社化する匿名組合の概要 

匿名組合シャテルドン・インベスターズ・ツーの概要 

 （注）6ヶ月決算であります。 

  

① 名 称 匿名組合シャテルドン・インベス

ターズ・ツー 

② 代 表 者 田中 稔（営業者の代表者） 

③ 所 在 地 東京都中央区八重洲一丁目4番22号

（営業者の所在地） 

④ 組成年月日 平成18年2月10日 

⑤ 事業の内容 不動産投資のための匿名組合出資

（シャテルドン・インベスター

ズ・ワン有限会社へ匿名組合出

資） 

⑥ 決 算 期 2月末、8月末（年2回決算） 

⑦ 最近事業年度における業績 

（平成18年8月期）   

  総資産 9,334,868 千円 

  負債合計 65,648   

  純資産 9,269,220   

  営業収益 181,701   

  経常利益 141,373   

  当期純利益 141,268   



  

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  匿名組合シャテルドン・インベスターズ・ワンの概要 

 （注）6ヶ月決算であります。 

  

(2) 匿名組合出資金の取得概要 

  

(3) 取得資金の調達方法 

取得資金については、自己資金等により調達いたしま

した。 

  

① 名 称 匿名組合シャテルドン・インベス

ターズ・ワン 

② 代 表 者 田中 稔（営業者の代表者） 

③ 所 在 地 東京都中央区八重洲一丁目4番22号

（営業者の所在地） 

④ 組成年月日 平成18年2月10日 

⑤ 事業の内容 不動産の保有・賃貸 

（不動産信託受益権を保有し、損

益を匿名組合出資者へ分配） 

⑥ 決 算 期 2月末、8月末（年2回決算） 

⑦ 最近事業年度における業績 

（平成18年8月期）   

  総資産 27,748,775 千円 

  負債合計 18,792,163   

  純資産 8,956,612   

  営業収益 935,831   

  経常利益 241,267   

  当期純利益 181,701   

① 相 手 先 楽天アセットマネジメント㈱他2

名 

② 取 得 価 額 7,200,132千円 

③ 出 資 比 率 66.5％ 

④ 取得年月日 平成19年3月6日 



  

  

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  ２ 平成19年2月13日開催の当社取締役会において株式

分割による新株式の発行を行う旨の決議をしており

ます。 

(1) 株式分割の目的 

 当社株式の流動性向上を図るとともに、1株当たり

の投資金額を引き下げ、個人投資家層の拡大を目的

とするものであります。 

(2) 株式分割の概要 

 ①分割により増加する株式数 

 普通株式とし、平成19年6月30日最終の発行済株

式総数に1を乗じた株式数 

 ②分割方法 

 平成19年6月30日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載又は記録された株主の所有株式数を1株に

つき2株の割合を持って分割する。 

 ③配当起算日 

  平成19年１月１日 

(3) １株当たり情報に及ぼす影響 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報については、それぞれ以下のとお

りであります。 

  

  

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

47,929円00銭 

１株当たり純資産額 

61,485円50銭 

１株当たり当期純利益金額 

8,804円02銭 

１株当たり当期純利益金額 

14,617円47銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 

8,519円68銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 

14,099円62銭 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

  

種類及び銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

投資有価証券 
その他有価

証券 

㈱コマーシャル・アールイー 629,200 1,500,642 

㈱ノエル 887 242,151 

㈱ザイマックス 327 147,150 

日本駐車場開発㈱ 10,382 133,823 

タッチストーン・キャピタル証券㈱ 800 80,000 

㈱クオリケーション 180 49,500 

㈱レイコフ 277 47,921 

㈱レアルシエルト 3,000 45,000 

㈱ディベックス 200 30,000 

㈱インベスト 200 30,000 

㈱ミヤビエステックス 60 30,000 

㈱キッズシティージャパン 285 28,500 

プレミア・リート・アドバイザーズ㈱ 300 15,000 

㈱グランディム 100 9,500 

その他３銘柄 1,060 7,000 

計 647,258 2,396,187 

種類及び銘柄 
投資口数等
(口) 

貸借対照表計上額(千円) 

投資有価証券 
その他有価

証券 

匿名組合アセット・インベストメント － 670,901 

匿名組合出資金（その他3銘柄） － 250,726 

ケネディクス不動産投資法人 7,850 5,392,950 

日本ロジスティクスファンド不動産投資法人 560 604,800 

計 8,410 6,919,377 



【有形固定資産等明細表】 

  

 (注)１ 有形固定資産及び無形固定資産の金額が資産の100分の1以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産               

 建物附属設備 ― ― ― 85,995 20,652 6,583 65,342 

 器具及び備品 ― ― ― 71,587 34,007 10,404 37,580 

有形固定資産計 ― ― ― 157,583 54,659 16,988 102,923 

無形固定資産               

 ソフトウェア ― ― ― 12,814 6,212 2,333 6,602 

 その他 ― ― ― 909 ― ― 909 

無形固定資産計 ― ― ― 13,724 6,212 2,333 7,511 

長期前払費用 5,829 ― 600 5,229 3,979 ― 1,250 



【引当金明細表】 

  

(注)貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 96 ― ― 96 0 

役員賞与引当金 ― 270,000 ― ― 270,000 

役員退職慰労引当金 140,050 24,370 ― ― 164,420 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

  

ｂ 営業未収入金 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 営業未収入金滞留状況 

  

(注) 上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円) 

現金 135 

預金   

当座預金 65,701 

普通預金 22,776,291 

別段預金 30,053 

預金計 22,872,046 

合計 22,872,182 

相手先 金額(千円) 

ケネディクス不動産投資法人 98,768 

㈲ケイアンドビーインベストメント 50,133 

(合)クレイスインベストメント 31,815 

㈲ケイアンドエフインベストメント 30,175 

㈲ケイアンドティーインベストメント 30,047 

その他 448,965 

合計 689,905 

期首残高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

577,634 5,298,014 5,185,743 689,905 88.26 43.66 



c 販売用不動産出資金 

  

  

d 買取債権 

  

  

相手先 金額(千円) 

㈲シスタン・キャピタル 9,438,451 

㈲KRF11 9,201,142 

㈲KRF4 3,804,355 

(合)ケイディーエックス・エイトビー 3,350,378 

㈲KRF8 2,927,577 

その他 28,177,703 

合計 56,899,609 

原債権所有者 金額(千円) 

信販会社 2,801 

地方銀行 15,735 

その他 525 

合計 19,062 



  

e その他の関係会社有価証券 

  

  

会社名 金額(千円) 

（匿名組合出資金）   

パシフィック債権回収㈱ 2,379,945 

㈲ユキツバキ・インベストメント 1,757,515 

(合)ケイディーエックス・エイト 687,480 

(合)クレイスインベストメント 645,025 

㈲ダイモス・インベストメント 515,326 

その他 1,726,602 

小計 7,711,895 

（特定目的会社優先出資金）   

平野町特定目的会社 656,000 

ジャパンエステートファンド特定目的会社 610,000 

ケーエムエックスワン特定目的会社 415,000 

烏丸プロパティーズ特定目的会社 91,500 

京都プロパティーズ特定目的会社 1,500 

小計 1,774,000 

(その他) 1,000 

合計 9,486,895 



  

② 負債の部 

a 営業未払金 

  

  

b 借入金 

  
  

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利子率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

  

c 社債 

          33,204,000千円 

内訳は連結附属明細表 社債明細表に記載しております。 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円) 

㈱エム・エス・ビルサポート 5,250 

ザイマックス㈱ 3,524 

三井物産㈱ 3,033 

ケネディクス・アドバイザーズ㈱ 2,519 

㈲メンターキャピタルインク 315 

合計 14,642 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 25,929,000 27,311,000 1.620 ― 

１年内返済予定長期借入金 2,030,000 4,160,550 2.682 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

3,195,350 5,050,000 1.988 平成20年～平成22年

合計 31,154,350 36,521,550 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

長期借入金 2,135,000 2,605,000 310,000 ― 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注）１ 平成18年3月23日開催の定時株主総会決議により、当社の公告は電子公告の方法により行なうことに変更されました。ただ

し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方

法とします。 

公告掲載URL（http://www.kenedix.com/jp/index.html） 

  

  

事業年度 １月１日から12月31日まで 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

剰余金の配当の基準日 ６月30日及び12月31日 

１単元の株式数 ―― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

公告掲載方法 電子公告（注１） 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 臨時報告書   
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項４号（主要株主の異動） 

  
平成18年１月25日 
関東財務局長に提出 

       

(2) 臨時報告書   
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項４号（主要株主の異動） 

  
平成18年２月８日 
関東財務局長に提出 

       

(3) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
  

事業年度 
(第11期) 

自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日 

  
平成18年３月24日 
関東財務局長に提出 

       

(4) 半期報告書 
  
  

事業年度 
(第12期中) 

自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日 

  
平成18年９月12日 
関東財務局長に提出 

       

(5) 臨時報告書   
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第１号（新株予約権付社債発行） 

  
平成18年11月28日 
関東財務局長に提出 

       

(6) 
臨時報告書の訂正
報告書 

  (5)の臨時報告書に係る訂正報告書   
平成18年11月29日 
関東財務局長に提出 

       

(7) 
臨時報告書の訂正
報告書 

  (5)の臨時報告書に係る訂正報告書   
平成18年11月30日 
関東財務局長に提出 

       



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  
平成18年３月24日

ケネディクス株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているケネデ

ィクス株式会社（旧社名 ケネディ・ウィルソン・ジャパン株式会社）の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの

連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ケ

ネディクス株式会社（旧社名 ケネディ・ウィルソン・ジャパン株式会社）及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年1月13日開催の取締役会決議に基づき、Kennedy-Wilson, 

Inc. の関係会社であるKennedy-Wilson Properties Ltd. から出資持分を取得し、米国の住宅マネジメント会社に資本

参加している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上
  

あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士   井 上 寅 喜  ㊞

 
指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士   貞 廣 篤 典  ㊞

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

 

平成19年３月28日

ケネディクス株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているケネデ

ィクス株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ケ

ネディクス株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

1. 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より役員賞与に

関する会計基準、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準、改定後の自己株式及び準備金の額の減少等に関す

る会計基準及び投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱いが適用されることとな

るため、これらの会計基準により連結財務諸表を作成している。 

2. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成 19 年２月５日及び平成 19 年２月 27 日開催の取締役会におい

て、匿名組合出資金の取得による子会社化を決議した。また、平成19年２月13日開催の取締役会において、株式分割に

よる新株式の発行を行う旨を決議した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 
  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 井上寅喜 ㊞ 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 貞廣篤典 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

 

平成18年３月24日

ケネディクス株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているケネデ

ィクス株式会社（旧社名 ケネディ・ウィルソン・ジャパン株式会社）の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの

第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ケネデ

ィクス株式会社（旧社名 ケネディ・ウィルソン・ジャパン株式会社）の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をも

って終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年1月13日開催の取締役会決議に基づき、Kennedy-Wilson, 

Inc. の関係会社であるKennedy-Wilson Properties Ltd. から出資持分を取得し、米国の住宅マネジメント会社に資本

参加している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  
  

  

あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士   井 上 寅 喜  ㊞

 
指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士   貞 廣 篤 典  ㊞

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  
平成19年３月28日

ケネディクス株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているケネディクス株式会

社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第12期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ケネディクス株式会

社の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

追記情報 

１．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より役員賞与に関する会計基準、貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準、改定後の自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準及び投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準

の適用に関する実務上の取扱いが適用されることとなるため、これらの会計基準により財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年2月5日及び平成19年2月27日開催の取締役会において、匿名組合出資金

の取得による子会社化を決議した。また、平成19年2月13日開催の取締役会において、株式分割による新株式の発行を行う旨を決議し

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以  上

  
  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社員

業務執行社員
公認会計士 井 上 寅 喜  ㊞

指 定 社員

業務執行社員
公認会計士 貞 廣 篤 典  ㊞

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 
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